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序　　　　　文

ケニア共和国の国家開発計画によれば、2020年に工業化を達成する目標を掲げていますが、同

国の初・中等教育の理数科教育の実態は低迷しており、その改善が緊急の課題として取り上げら

れてきました。こうした状況下、我が国はケニア共和国政府の要請を受け、中等理数科現職教員

研修を通じた理数科教育改善を目標とする「中等理数科教育強化計画（SMASSE）」を 1998年 7月か

ら 2003年 6月まで実施しました。この結果、現職教員研修（INSET）システムの有効性と持続発展

性、及び経済持続性も高いことが確認できました。これを受けて、INSET を全国的に展開する

フェーズ IIプロジェクトの実施が提言され、ケニア共和国政府から日本政府に対して「中等理数科

教育強化計画フェーズ II」に対する支援が要請されました。

本報告書は、その要請背景、及びプロジェクト形成の経過と概略を取りまとめたもので、今後

の本プロジェクトの実施にあたって広く活用されることを願うものです。

ここに、本調査にご協力とご支援を頂いた内外の関係各位に対し、心から感謝の意を表します。

平成 15年 7月

国際協力事業団
社会開発協力部

部 長 末 森 　 満
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プロジェクトの拠点であり、中央研
修施設でもあるケニア教員養成大学
（Kenya Science TeachersCollege）

2003年 4月地方研修において実施し
た模擬授業の様子

フェーズ II から新たに中央研修施設
として提供された技術教育センター
（Centre for Research andTraining in 
Karen）
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1．要請背景

ケニア共和国（以下、「ケニア」と記す）の国家開発計画によれば、2020年に工業化を達成する目

標を掲げている。しかし、ケニアの初・中等教育の理数科教育の実態は低迷しており、その改善

が緊急の課題として取り上げられてきた。かかる状況下、ケニア政府の要請を受け、中等理数科

現職教員研修を通じた理数科教育改善を目標とする「中等理数科教育強化計画（SMASSE）」（1998年

7月～2003年 6月）が9ディストリクトを対象として実施された。この結果、現職教員研修（INSET）

システムは中央及び地方で構築され、その有効性と持続発展性が終了時評価で確認された。地方

での研修については、ケニア側の受益者負担（コスト・シェアリング）が実践され、経済的持続性

も高いと判断された。また、教育面からは、非対象地域と比較した場合、教員研修による授業改

造（ASEI / PDSI注 1）のインパクトが認められた。

このような情報は全国的に広まり、ケニア中等学校校長会は、2002年の総会において教育省に

本研修の全国展開を強く要望した。他方、当該プロジェクトが実施する活動（ASEI / PDSI）はケニ

アと同様の問題を抱える周辺アフリカ諸国へ普及されるべきであるという要望が高く、SMASSE

プロジェクトを事務局として域内ネットワーク「SMASSE-WECSA（Strengthening of Mathematics and

Science in Secondary Education-Western, Eastern, Central and Southern Africa）」が設立された。2002年

南アフリカで開催された「持続可能な開発のための世界首脳会議（World Summit on Sustainable

Development：WSSD）」では、日本政府がタイプ 2イニシアティブとして本ネットワークの強化を

表明した。

これらを踏まえ、INSETを全国的に展開するフェーズ IIプロジェクトの実施が提言され、ケニ

ア政府から日本政府に対して、ケニア国内における研修事業と上記ネットワーク強化事業を 2つ

の核とする「中等理数科教育強化計画フェーズ II」 の支援が要請された。

注1 ASEI（Activity, Student, Experiment, Improvisation）/ PDSI（Plan, Do, See, Improve）

本プロジェクトで導入した授業改造アプローチの理念を示すもの。教師中心ではなく生徒中心で、かつ生徒

の到達度を確認するツールとしての実験の実施及び教師の創意工夫の発揚をめざす。ASEIアプローチに基づく

授業の計画、実施、評価、改善というサイクルの実践を併せて啓発している。
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2．協議の経過と概略

2－1 プロジェクト形成の経過と概略

本プロジェクトの事前評価調査は在外事務所及びケニア側主導によって実施した。主な協議の

実施時期と概略は以下のとおりである。各会議議事録は付属資料 1、2、3を参照いただきたい。

（1）第 4回合同調整委員会（2002年 10月 23日）

1） 概　要

本プロジェクトフェーズ I終了時評価調査に併せて開催された。調査団からの評価結果報

告に加えて、INSETの規模を拡大すべきであるとの提言に対するケニア側の対処方策につ

いて協議が行われた。

2） 協議結果

協議の結果、ケニア政府は以下のとおり対処する方針であることが確認された。

① ケニア側要員の増員

活動規模の拡大に応じて必要となる人員（ナショナルトレーナー及び事務要員）の増員

について、教育省及び教員雇用委員会（TSC）が合意した。

② 予算配分

活動規模の拡大に応じて必要となる予算を中期支出枠組み（Mid-term Expenditure

Framework：MTEF）の枠内で、現状の350万ケニア・シリングから2,000万ケニア・シリン

グ（2003/2004ケニア予算年度、経常予算分）に増額することについて教育省が合意した。

③ 施設提供

プロジェクトが実施する研修の回数、種別、対象者数等が増加することに伴い、新た

な研修用施設の提供について教育省が合意した。

④ ディストリクトトレーナー資格証明書の発行

プロジェクトが実施する INSET制度及び質を維持するために、ディストリクトトレー

ナーに対して公的な資格証明書を発行すべきである、との終了時評価調査団の提言に対

して、TSCが承認する予定であることが表明された。

（2）ナショナルトレーナーワークショップ（2002年 10月 28日～ 11月 1日）

プロジェクトチーム内で、終了時評価調査を受けて、フェーズ IIの立ち上げに向けてプロ

ジェクトチームが取り組むべき課題、INSETの質を保つための仕組みや、予算管理システム、

モニタリング評価方法等に関して集中的に討議を行った。プロジェクト内部のワークショッ
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プであるが、ケニア側主導により実施されたものであり、ケニア側が自らのプロジェクトと

してその実施運営方法、課題解決方策について議論されている。

（3）第 5回合同調整委員会（2003年 3月 7日）

1） 概　要

本プロジェクト実施協議に先立ち、プロジェクト運営上の課題やケニア側実施体制の整

備等についての協議が行われた。

2） 協議結果

① プロジェクト実施体制の整備

・フェーズ II立ち上げにあたり、フェーズ Iで構築された実施体制を更に強化する。ディ

ストリクトレベルでは、一定の教員数（理数科教員約 200名）に対して 1か所のディス

トリクト INSETセンターを設置する。National Working Committee（NWC）が教育科学技

術省（Ministry of Education, Science and Technology：MOEST）を代表して中央研修セン

ター及びプロジェクトを運営する。

・カウンターパートを 29ポストから 61ポストに増員する。

② ディストリクトトレーナーに対する資格証書交付

プロジェクトが定めた要件に沿って、ディストリクトトレーナーに対する資格証書を

交付する。

③ 予算配分の増加

MOESTは、プロジェクト予算として2,000万ケニア・シリング（2003/2004予算年度）を

配分する。

④ 教員の INSET参加の義務化

各校の校長が責任をもってプロジェクトが実施する INSETに教員を参加させる。

⑤ 域内活動への継続的協力の実施

フェーズ I期間中に立ち上げた域内ネットワーク（SMASSE-WECSA）に対して、MOEST

及び TSCは継続的に支援する。本ネットワークは、WSSD（2002年 8月ヨハネスブルグ）

で日本政府が登録したタイプ 2イニシアティブ文書「アフリカにおける理数科教育のため

の能力開発」を具体化する活動として位置づけられている。

なお、本プロジェクトフェーズ I期間中には、プロジェクト方式技術協力 SMASSEとは別に、

6 ディストリクトを対象として同様の INSET（現地国内研修「中等理数科教員指導者養成計画

（2001～ 2005年）」）を実施していたが、「中等理数科教育強化計画フェーズ II」立ち上げに伴い、前

述の現地国内研修も統合して一体の技術協力プロジェクトとして実施することとした。
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2－2 討議議事録（R／D）の署名

前項の協議を経て、プロジェクト計画及びケニア政府・日本政府が取るべき措置について双方

合意に達したので、2003年 5月 16日、JICAケニア事務所長及び教育省次官がR／Dに署名・交換

した。署名後のR／Dは付属資料 4．を参照頂きたい。
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3．事前評価表／プロジェクト・ドキュメント

3－1 事前評価表

対象国：ケニア及び SMASSE-WECSA参加国

（ケニア含めて13か国：ブルンジ、ガーナ、レソト、マ

ラウイ、モザンビーク、ルワンダ、南アフリカ共和国

ムプマランガ州、スワジランド、タンザニア、ウガン

ダ、ザンビア、ジンバブエ）

実施地域：ケニア全域

（ただしフェーズ I対象パイロット・ディストリクト：

ムランガ、マクエニ、カジアド、キシイ、カカメガ、グ

チャ、ルガリ、ブテレムミアス、マラグアは対象外）

案件名：ケニア中等理数科教育強化計画フェーズ II

Strengthening of Mathematics and Science in Secondary Education（SMASSE）Project Phase II

実施予定期間：2003年 7月 1日～ 2008年 6月 30日（5年間）

1. プロジェクト要請の背景

ケニアの国家開発計画によれば、2020年に工業化を達成する目標を掲げている。しかし、ケニアの初・中

等教育の理数科教育の実態は低迷しており、その改善が緊急の課題として取り上げられてきた。係る状況下、

我が国はケニア政府の要請を受け、中等理数科 INSETを通じた理数科教育改善を目標とする「中等理数科教育

強化計画（SMASSE）」（1998年7月～2003年6月）が9ディストリクトを対象として実施された。この結果、INSET

システムは中央及び地方で構築され、その有効性及び持続発展性が終了時評価で確認された。地方での研修

については、ケニア側のコスト・シェアリングが実践され、経済的持続性も高いと判断された。また、教育

面からは、非対象地域と比較した場合、教員研修によるASEI / PDSIのインパクトが認められた。

このような情報は全国的に広まり、ケニア中等学校校長会は、2002年の総会で、教育省に本研修の全国展

開を強く要望した。他方、当該プロジェクトが推進するASEI / PDSIアプローチはケニアと同様の問題を抱え

る周辺アフリカ諸国へ普及されるべきであるという要望が高く、SMASSE プロジェクトを事務局として

SMASSE-WECSAが設立された。2002年南アフリカで開催されたWSSDでは、日本政府がタイプ 2イニシア

ティブとして本ネットワークの強化を表明した。

これらを踏まえ、INSETを全国的に展開するフェーズ IIプロジェクトの実施が提言され、ケニア政府より

日本政府に対して、ケニア国内における研修事業と上記ネットワーク強化事業を2つの核とする「中等理数科

教育強化計画フェーズ II」の支援が要請された。

2. 相手国実施機関

プロジェクト監督機関　　MOEST

プロジェクト実施機関　　MOEST SMASSE INSET UNIT

3. プロジェクトの概要及び達成目標

ケニア国内でのINSETプロジェクト及びSMASSE-WECSAについて各々の目標、成果は以下のとおりである。

（1）達成目標

1） プロジェクト終了時の達成目標（プロジェクト目標）

〈目　標〉

① ケニア国内

現職教員再研修によりケニアの中等教育レベルの理数科教育が強化される。

② SMASSE-WECSA

SMASSE-WECSAメンバー国の教員養成機関及び中等学校でASEI / PDSI授業が実践される。

〈指　標〉

① ケニア国内

プロジェクトで開発したモニタリング・評価手法により、授業の質を評価（評価指標の 50％以上の

改善が認められる）

② SMASSE-WECSA

プロジェクトで開発したモニタリング・評価手法により、メンバー国の指導員のASEI / PDSIによる

指導能力を測定し、一定の評価を得る。
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2） 協力終了後に達成が期待される目標（上位目標）

〈目　標〉

① ケニア国内

理数科目についてのケニアの青少年の能力が向上する。

② SMASSE-WECSA

SMASSE-WECSAメンバー国の中等教育レベルの理数科教育が強化される。

〈指　標〉

① ケニア国内

国家試験の成績

② SMASSE-WECSA

ASEI / PDSIアプローチに基づく授業の実践

（2）成果（アウトプット）と主な活動

① ケニア国内

・中央研修センターにおいて、全国の理数科分野での研修指導員（教員）のための研修システムが強化

される。

・全国に教員研修システムが確立される。

・リソースセンターとしての中央研修センター及び全国の地方研修センターの役割が強化される。

② SMASSE-WECSA

・SMASSE-WECSAメンバー国でASEI-PDSI授業を指導できる教員養成・研修指導者が養成される。

・中央研修センターが、アフリカの中等理数科教育のリソースセンターとして整備されると同時に、

連携ネットワークの事務局機能を果たす。

（3）投入（インプット）

1） 日本側（総額　約 12億円）

①　専門家派遣

長期専門家（チーフアドバイザー、業務調整、数学教育、理科教育、教育評価）（300M／M）

短期専門家（教育評価、教員研修運営・管理、数学教育、他）年間 4～ 5名

各 1か月程度（20～ 25M／M）

②　研修員受入れ

本邦研修：理数科教育（年間 4名、5年間計 20名）

教員研修運営・管理（年間 20名、3年間計 60名）

在外研修：フィリピン（University of the Philippines, National Institute for Science and Mathematics

Education Development）における理数科教育（年間 20名、3年間計 60名）

ケニアにおけるSMASSE-WECSAメンバー国からの研修員受入れ（年間30名、5年間計150名）

③ 機材供与（車両、地方研修センター資機材、専門図書、中央研修教材作成）2億円

2） ケニア側

① カウンターパートの配置 61名（責任者 1名、中央研修指導員 60名）

② 施設

中央研修センターにおける活動スペース、地方研修センターの活動スペース、免税措置、交通・車

両提供、供与機材の維持・管理、その他ローカルコスト

（4）実施体制

ケニア教育次官を筆頭とする日本・ケニア合同調整委員会が本プロジェクト実施上のカウンターパート

組織となり最高責任を負う。その下部組織として、中央研修センター内に、プロジェクトの日常業務調整

を行うステアリング・コミッティーを設置し地方研修の運営・管理は地方教育長を長とする研修運営・管

理委員会を設ける。

SMASSE-WECSAについても、本協力期間中は上記合同調整委員会の運営・管理下に置く。現在、本プロ

ジェクトカウンターパート4名及びチーフアドバイザーの5名からなる暫定事務局が設置され、ネットワー

ク強化活動の行動計画を策定済である。
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4. 評価結果（実施決定理由）

（1）妥当性

① ケニア国内

国家開発計画、教育開発計画、貧困削減戦略ペーパー（Poverty Reduction Strategic Paper：PRSP）等にお

いて、ケニアの工業化達成に理数科教育の強化が不可欠であると表明されており、政府の財政的コミッ

トメントも認められる。また、社会ニーズとの整合性も高い。我が国のケニアに対する事業指針との整

合性も高い。

② SMASSE-WECSA

アフリカ諸国の理数科教育はケニアと同様に低迷しており、その質的改善に対するニーズは、域内

ワークショップのなかで確認されている。我が国の政策との関係では、TICAD II、WSSD等で、域内連

携を通したアフリカの人づくり支援が掲げられている。

（2）有効性

① ケニア国内

本計画は、フェーズ Iにおいて、協力終了後の持続的発展性のある研修システムを確立しており、そ

のシステムを活用し研修が継続される見通しも立っている。したがって、研修の全国展開を支援するこ

とで、全国的に持続的発展性のある研修システムが構築され、プロジェクト目標から、上位目標へ到達

すると期待できる。

② SMASSE-WECSA

ASEI / PDSIに基づく授業に対して特に関心が高く、自国政府が本事業に対して積極性を示すメンバー

国との連携を促進するため、プロジェクト目標は達成される見込みが高い。

（3）効率性

① ケニア国内

5年間で全国約 900人の研修指導員が養成され、約 1万 2,000人の理数科教員に研修を提供し、その成

果は約 70万人の生徒が裨益する。

② SMASSE-WECSA

5年間で 150名の教員養成関係者に直接、研修を提供する。

（4）インパクト

① ケニア国内

フェーズ Iでは、以下の 2点が確認されている。

・ 理数科教員の教育に対する姿勢が改善される。

・ 生徒の理数科に対する関心が高まる。

したがって、このような生徒・教員双方の理数科教育に対する姿勢が全国的に改善されることにより、

ケニアの理数科教育に対して大きなインパクトを与えることが期待できる。

② SMASSE-WECSA

ケニア国内の事業の成果を域内に普及するという観点から、本協力によってケニア国内で期待される

のと同様のインパクトが期待される。

（5）自立発展性

① ケニア国内

中央と地方に研修システムを構築すれば、それらが自立的に研修を継続し得る可能性はフェーズ Iで

実証された。フェーズ Iのケニア側支出実績は、2002年教育省予算 350万ケニア・シリング（約 560万円

全額執行済み）、9ディストリクトの学校拠出金約 1,000万ケニア・シリング（約 1,600万円）であり、財政

的、制度的に自立発展性は高いものと期待できる。

② SMASSE-WECSA

現時点では、連携事業の自立発展性は確実なものではない。しかし、メンバー国に対する啓もう・啓

発により、事業の重要性を理解させることで自立発展性の道は開けると考えられる。
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5. 外部要因リスク（外部条件）

① ケニア国内

・教員がASEI / PDSIを継続的に実践する。

・教員研修がほかの活動に妨げられない。

・地方教育委員会の支援が継続する。

・中央及び地方研修センターの研修指導員が定着する。

② SMASSE-WECSA

・メンバー国で理数科教育振興政策が存在する。

・メンバー国でASEI / PDSI授業が採用される。

6. 今後の評価計画（中間評価、終了時評価の実施時期）

・中間評価：2005年 11月ごろ

・終了時評価：2007年 11月ごろ

3－2 プロジェクト・ドキュメント

次に、ケニア側関係機関と協議のうえで作成したプロジェクト・ドキュメントの和訳を添付す

る。なお、プロジェクト・ドキュメント英文版は付属資料 5．を参照いただきたい。
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ケニア中等理数科教育強化計画
フェーズ II

プロジェクト・ドキュメント

〈プロジェクト・ドキュメント〉

2003年 4月 30日

ケニア教育科学技術省・国際協力事業団
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要　約
案件名：ケニア中等理数科教育強化計画フェーズ II

（Strengthening of Mathematics and Science in Secondary Education Project Phase II）

対象国：ケニア及び SMASSE-WECSA参加国

実施地域：ケニア国内及び SMASSE-WECSA参加国

実施予定期間：2003年 7月 1日～ 2008年 6月 30日

1． プロジェクト要請の背景

ケニアの国家開発計画によれば、2020年に工業化を達成する目標を掲げている。しかし、ケニアの初・中

等教育の理数科教育の実態は低迷しており、その改善が緊急の課題として取り上げられてきた。係る状況下、

ケニア政府の要請を受け、中等理数科現職教員研修を通じた理数科教育改善を目標とする「中等理数科教育強

化計画（SMASSE）」（1998年 7月～2003年 6月）が9ディストリクトを対象として実施された。この結果、INSET

システムは中央及び地方で構築され、その持続的発展性が終了時評価で確認された。ケニア側のコスト・シェ

アリングが実践され、経済的持続性も高いと判断された。また、教育面からは、非対象地域の理数科教育と

比較した場合、教員研修によるASEI / PDSIのインパクトが認められた。このような情報は全国的に広まり、

ケニア中等学校校長会は、2002年の総会で、教育省に本研修の全国展開を強く要望した。他方、当該プロジェ

クトが推進するASEI / PDSIはケニアと同様の問題を抱える周辺アフリカ諸国へ普及されるべきであるという

要望が高く、SMASSE-WECSAが設立され、2002年南アフリカで開催されたWSSDにおいて、タイプ2イニシ

アティブとして、本ネットワークの強化が表明された。これらを踏まえ、INSETを全国的に展開するフェー

ズ IIが提言され、ケニア政府より日本政府に対して、ケニア国内における研修事業と上記ネットワーク強化

事業を 2つの核とする「中等理数科教育強化計画フェーズ II」の支援が要請された。

2． 相手国実施機関：教育科学技術省

3． プロジェクトの概要及び達成目標

（1）達成目標

1） プロジェクト終了時の達成目標

① ケニア国内

・現職教員再研修により、ケニアの中等教育レベルの理数科教育が強化される。

② SMASSE-WECSA

・SMASSE-WECSAメンバー国の教員養成機関及び中等学校でASEI / PDSI授業が実践される。

2） 協力終了後に達成が期待される目標

① ケニア国内

・理数科目についてのケニアの青少年の能力が向上する。

② SMASSE-WECSA

・SMASSE-WECSAメンバー国の中等教育レベルの理数科教育が強化される。

（2）活動・成果（アウトプット）

① ケニア国内

・中央研修センターにおいて、全国の理数科分野での研修指導員（教員）のための研修システムが強化

される。

・全国に教員研修システムが確立される。

・リソースセンターとしての中央研修センター及び全国の地方研修センターの役割が強化する。

② SMASSE-WECSA

・SMASSE-WECSAメンバー国でASEI-PDSI授業を指導できる教員養成・研修指導者が養成される。

・中央研修センターが、アフリカの中等理数科教育のリソースセンターとして整備されると同時に、

連携ネットワークの事務局機能を果たす。

（3）投入（インプット）

① 日本側（総額　約 12億円）

・専門家派遣

長期専門家（チーフアドバイザー、業務調整、数学教育、理科教育、教育評価）（300M／M）
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短期専門家（教育評価、教員研修運営・管理、数学教育、他）年間 4～ 5名

各 1か月程度（20～ 25M／M）

・研修員受入れ

本邦研修：理数科教育（年間 4名、5年間計 20名）

教員研修運営・管理（年間 20名、3年間計 60名）

在外研修：フィリピン（UP-NISMED）における理数科教育

　　（年間 20名、3年間計 60名）

ケニアにおけるSMASSE-WECSAメンバー国からの研修員受入れ

　　（年間 30名、5年間計 150名）

・機材供与（車両、地方研修センター基盤整備、理数科参考図書、中央研修教材作成）2億円

② ケニア側

・カウンターパートの配置 61名（2003年 3月時点で 29名の理数科研修指導員が配置されている）

・施設

中央研修センターにおける活動スペース、地方研修センターの活動スペース、免税措置、交通・車両

提供、供与機材の維持・管理、その他ローカルコスト

（4）実施体制

ケニア教育次官を筆頭とする日本・ケニア合同調整委員会が本プロジェクト実施上のカウンターパート

組織となり最高責任を負う。その下部組織として、中央研修センター内に、プロジェクトの日常業務調整

を行うステアリング・コミッティーを設置。地方研修の運営・管理は地方教育長を長とする研修運営・管

理委員会を設ける。

SMASSE-WECSAについても、本協力期間中は上記合同調整委員会の運営・管理下に置く。現在、本プロ

ジェクトカウンターパート4名及びチーフアドバイザーの5名からなる暫定事務局が設置され、ネットワー

ク強化活動の行動計画を策定済。

4． 評価結果

（1）妥当性

① ケニア国内

国家開発計画、教育開発計画、PRSP等において、ケニアの工業化達成に理数科教育の強化が不可欠で

あると表明されており、政府の財政的コミットメントも認められる。また、社会ニーズとの整合性も高

い。我が国のケニアに対する事業指針との整合性も高い。

② SMASSE-WECSA

アフリカ諸国の理数科教育はケニアと同様に低迷しており、その質的改善に対するニーズは、域内

ワークショップのなかで確認されている。

我が国の政策との関係では、TICAD II、WSSD等で、域内連携を通じたアフリカの人づくり支援が掲

げられている。

（2）有効性

① ケニア国内

本計画は、フェーズ Iにおいて、協力終了後の持続的発展性のある研修システムを確立しており、そ

のシステムを活用し、研修が継続される見通しも立っている。したがって、研修の全国展開を支援する

ことで、全国的に持続的発展性のある研修システムが構築され、プロジェクト目標から、上位目標へ到

達すると期待できる。

② SMASSE-WECSA

ASEI / PDSIに基づく授業に対して特に関心が高く、自国政府が本事業に対して積極性を示すメンバー

国との連携を促進するため、プロジェクト目標は達成される見込みである。
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（3）効率性

① ケニア国内

5年間で全国約 900人の研修指導員が養成され、約 1万 2,000人の理数科教員に研修を提供し、その成

果は約 70万人の生徒に裨益する。

② SMASSE-WECSA

5年間で 150名の教員養成関係者に直接、研修を提供する。

（4）インパクト

① ケニア国内

フェーズ Iでは、以下の 2点が確認されている。

・理数科教員の教育に対する姿勢が改善される。

・生徒の理数科に対する関心が高まる。

したがって、このような生徒・教員双方の理数科教育に対する姿勢が全国的に改善されることにより、

ケニアの理数科教育に対する本プロジェクトのインパクトは大きく、目標達成見込みは高い。

② SMASSE-WECSA

ケニア国内の事業の成果を域内に普及するという観点から、本協力によってケニア国内で期待される

のと同様のインパクトが期待される。

（5）自立発展性

① ケニア国内

中央と地方に研修システムを構築すれば、それらが自立的に研修を継続し得る可能性はフェーズ Iで

実証された。フェーズ Iの予算実績は、2002年教育省予算 350万ケニア・シリング（約 560万円全額執行

済み）、9ディストリクトの学校拠出金約 1,000万ケニア・シリング（約 1,600万円）。

② SMASSE-WECSA

現時点では、連携事業の自立発展性は確実なものではない。しかし、メンバー国に対する啓もう・啓

発により、事業の重要性を理解させることで自立発展性の道は開けると考えられる。メンバー国から会

費として、入会金 300ドルと年会費 100ドルを徴収することとなっており、4か国が支払い済み。

5． 外部要因リスク（外部条件）

① ケニア国内

・教員がASEI / PDSIを継続的に実践する。

・教員研修が他の活動に妨げられない。

・地方教育委員会の支援が継続する。

・中央及び地方研修センターの研修指導員が定着する。

② SMASSE-WECSA

・メンバー国で理数科教育振興政策が存在する。

・メンバー国でASEI / PDSI授業が採用される。

6. 今後の評価計画

（1）今後の評価に使う指標

① ケニア国内

・研修指導員養成人数（中央 40人以上、地方約 900人）。

・プロジェクトで開発したモニタリング・評価手法により、研修の質評価（0～4の5段階評価の3点以上）。

・中央及び地方センターでの教材開発数。

・ASEI / PDSI授業の質評価（50％以上）。

・国家試験の成績。

② SMASSE-WECSA

・研修参加国での授業改造度をモニタリング・評価手法により、ASEI / PDSI授業波及度測定。

・ASEI / PDSI授業計画書の評価。
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（2）評価スケジュール

・中間評価：2005年 11月ごろ

・終了時評価：2007年 11月ごろ

・事後評価：プロジェクト終了後 3年後
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1． 序　説

ケニアの国家開発計画によれば、2020年に工業化を達成する目標を掲げている。しかし、ケニ

アの初・中等教育の理数科教育の実態は低迷しており、その改善が緊急の課題として取り上げら

れてきた。かかる状況下、ケニア政府の要請を受け、中等理数科現職教員研修を通して理数科教

育改善を目標とし「中等理数科教育強化計画（SMASSE）」プロジェクト（1998年 7月 1日～ 2003年

6月 30日）が次の 9ディストリクトを対象として実施された。

Nyanza 州：グチャ、キシイ

Western州：カカメガ、ブテ／ムミアス、ルガリ

Rift Valley州：カジアド

Central州：マラグア、ムランガ

Eastern州：マクエニ

2000年には、現地国内研修スキームを活用して 6ディストリクトを対象地域に加え、中学校約

850校、生徒数約 18万人、理数科教員約 3,200人をカバーすることとなった（1998年度教育統計に

よる）。

Coast州：タイタ／タベタ、キリフィ

Rift Valley州：バリンゴ

Central州：キアング

Eastern州：メルーサウス

North Eastern州：ガリッサ

協力活動の拠点は、ナイロビのケニア理科教員養成大学（Kenya Science Teachers College：KSTC）

に置かれた。協力開始とともに、日本・ケニア共同で 9ディストリクトにおいてベースライン調

査を行った。この結果、プロジェクトで実施する教員研修は、教員中心から生徒中心の教育への

授業改造を推進することを目的とし、その活動のモットーとしてASEI / PDSIを掲げることとされ

た。

また、プロジェクトの持続性に重点を置き、参加型活動を通して関係者のオーナーシップ意識

の涵養に努め、そのために受益者負担（コスト・シェアリング）が実践された。コスト・シェアリ

ングの財源は、関係者の新たな負担を避け、既存の財源の有効活用を通して確保された。このよ

うな方針の下で研修システムが中央及び地方で構築され、経済面と継続的研修実施体制の確立の

二面から、その持続的発展性が終了時評価時に確認された。

また、本プロジェクトでは、プロジェクト内にモニタリング評価チームを設け、モニタリング

評価手法の開発を行うとともに、それらを使用し、教育面から研修のインパクトについてプロ

ジェクトの対象地域と非対象地域との比較を行った。その結果、教員研修によるASEI / PDSIのイ
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ンパクトが認められた。このような情報は全国的に広まり、ケニア中等学校校長会は2002年の総

会で、教育省に対して本研修の全国展開を強く要望した。また、非対象地域でも自発的に資金を

確保し、プロジェクト対象地域の研修に参加するケースも現れた。

他方、プロジェクトでは、技術交換等を通じて、他のアフリカ諸国の理数科教育の課題を調査

し、中等理数科教育の抱える課題の共通性を見いだした。そのため、プロジェクトの成果・課題

への対応を発信することを目的として、2000年及び 2001年にアフリカ域内ワークショップを開催

した。参加 13か国の代表からプロジェクトの推進するASEI / PDSIは周辺アフリカ諸国で広く普及

されるべきであるという提言がなされ、SMASSE-WECSAが設立された注i。2002年南アフリカで開

催されたWSSDにおいて、同ネットワークの強化がタイプ 2イニシアティブとして表明・登録さ

れた。このような域内協力は、アジア・アフリカ協力にも向けられ、過去に我が国が実施したフィ

リピンの理数科教育の拠点となったUP-NISMEDに対してケニアから研修員を派遣するとともに、

域内ワークショップにUP-NISMEDから講師を招へいするなどして連携を深めている。

これら協力の成果を受けて、ケニア政府は、ケニア国内において INSETを全国的に展開するこ

と、及びアフリカ域内ネットワークを強化拡充することについて、引き続き日本政府による支援

が必要であるとして、「中等理数科教育強化計画フェーズ II」の実施を正式に要請した。

注i 参加国は、ブルンジ、ガーナ、レソト、マラウイ、モザンビーク、ルワンダ、南アフリカ共和国ムプマラン

ガ州、スワジランド、タンザニア、ウガンダ、ザンビア、ジンバブエ の 13か国。
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2． プロジェクト実施の背景

2－1．社会・経済状況（教育の視点から）

ケニアでは、1986年の Sessional Paper No.1に従い、構造調整計画を導入、実施してきたが、実

態として貧困の軽減及び貧困に基づく格差の解消には至っていない。教育に関しては、ケニア政

府は、量・質的に地域格差や性格差のない教育の提供を政策として掲げており、法的に義務教育

は制度化されていないが、すべての子どもが就学することは子どもの権利であると位置づけてい

る。2003年 1月には初等教育の無償化が実現した。ケニアの国家開発計画では、国の工業化に焦

点があてられており、経済基盤を 2020年までに工業に移行させるという目標を掲げている。しか

し、この目標を達成するには以下にあげるようないくつかの課題の克服が求められる。

・貧困軽減

・教育へのアクセス

・公正・公平な教育の実施

・教育の質とニーズの適合

これらを実現する手段として、1988年には教育経費のコスト・シェアリングの原理が導入され

た。この制度の下で、政府と保護者の負担分担が行われることとなった。

政　府：教員給与、カリキュラム、教育指導・監督、奨学金

保護者：教材・教具、教科書、建物・施設、諸経費

現実には、貧困レベルの悪化に伴いコスト・シェアリングは十分機能しなかった。ではあるが、

政府は、質の高い教育が国の変革につながるとして、教育分野については継続的に投資を続けて

きた。これは、ケニア政府が、本プロジェクトの重要性を認識し、教員研修を全国に展開すると

いう決定にも表れている。

他のアフリカ域内諸国についても、貧困削減は最大の目標とされており、PRSPの策定等を通じ

て国家計画・政策として取り組まれている。

2－2．教育の状況

現在、ケニアの教育制度は、8－ 4－ 4制である。初等教育は 8年間で、8年修了時にケニア初

等教育修了資格（Kenya Certificate of Primary Education：KCPE）と呼ばれる国家試験を受験する。こ

の試験の成績によって中等教育への進路が決定される。一般に卒業生の約 50％は中等学校の収容

能力不足のために進学が不可能となっている。中等教育は4年間で4年修了時にケニア中等教育修

了資格（Kenya Certificate of Secondary Education：KCSE）と呼ばれる国家試験を受験する。この成

績により、大学進学の可否及び進路が決定される。現在国立大学には卒業生の約 8％が進学でき

る。大学は基本的に 4年生であるが医学部等では 6年である。
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ケニアについては 2003年 1月から、その他のアフリカ域内の複数の国において、2000年 4月の

世界教育フォーラムで採択された「ダカール行動の枠組み（The Dakar Framework for Action）」に基

づいて、初等教育無料化（Free Primary Education / Universal Primary Education：FPE / UPE）が導入

されている。他方、初等教育以降、すなわちポストプライマリー教育については、ほとんどの国

で対応が遅れており、FPE / UPEによって増大した生徒の進路の確保等の対策が喫緊の課題となっ

ている。

中等理数科教育については、プロジェクト及びケニア教育研究所（Kenya Institute of Education：

KIE）の調査結果で以下の課題が指摘されている。

・教員の量的不足と能力的不足（その結果、理数科カリキュラムを十分教えきれない）

・過重なカリキュラム

・適正・適切な施設・教材の不足

・教員の教育に対する消極的・否定的な姿勢

・国家試験重視の教育

・生徒の理数科に対する消極的・否定的な姿勢

・初等教育と中等教育の間の教授法のギャップ

・教員の不適切な言語の使用

・授業における理論と実験の不統合

これらの課題は、これまで実施した 2回のアフリカ域内ワークショップにおいて、参加各国で

も問題となっていることが指摘されており、アフリカ諸国共通の課題としてとらえられる。

2－3．教育開発に対する政策と戦略：中等理数科教育を中心に

ケニア政府は、以下に掲げるポリシーペーパーを発表し、教育開発の指針としている。

1） Millennium Development Goals

本ペーパーによれば、2020年に工業化を達成するという目標を掲げ、この目標達成に理数

科教育の改善は不可欠であり、改善の方途として理数科教員研修を恒常化し、教員の能力向

上を進める必要性を掲げている。

2） Master Plan for Education and Training

このペーパーでは、中等教育の社会ニーズに対する適合性と質の向上を目的として、教員

の能力向上の必要性を掲げている。特に教員研修の恒常的実施があげられている。

3） 2002～ 2008年国家開発計画

教育は国家開発達成の前提となる重要な分野と位置づけている。しかしながら、教育の質

的低下と教育の社会ニーズに対する適合性の欠落が指摘されている。かかる現状を改善する

ため、大幅な教育改革の必要性を掲げている。
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・初等教育

本開発計画に掲げられているUPE目標は、2003年 1月に無償化が実施された。

・中等教育

アクセス、教育の質、教育の妥当性、教育運営・管理の改善を掲げている。これらの目

標を達成する方途として、授業料支援の強化、（寄宿制でない）通学学校の建設促進、英語・

理数科教育の強化、視学官の機能強化、教育法の改定、私学の拡充、既存の学校の拡充・修

復が掲げられている。

・就学前教育

0～ 6歳の児童の 50％を本計画期間中に就学前教育でカバーするという目標を掲げてい

る。この目標を達成するため、地域の関係者のパートナーシップ形成・強化、就学前教育

運営・管理の強化、弱者の児童（特別な配慮を要する児童）のアクセス改善、3歳以下の児

童のケア、就学前教育施設の設置ガイドラインの設定が掲げられている。

4） 2001-2004 PRSP

本ペーパーにおけるセクター優先順位は、農業・農村開発がトップで、人的資源開発（教育・

保健）、インフラ（道路、運輸、エネルギー等）、産業（観光、商工業等）、公秩序・法制等の

順となっている。

2－4．教育開発支援の状況

ケニアの初・中等教育における 1995年以降の開発支援の状況は以下のとおりである。

・DfID（Department for International Development）（英国）

小学校運営・管理強化計画（Primary School Management : PRISM）は 1995年に全国の小学校

長の能力向上を目標に開始され 2000年に終了した。全国に設置されたTeacher Advisory Centre

（TAC）をベースに、コスト・シェアリングによる持続性に配慮した協力であったが、協力終

了後地域によっては活動が停止している。初等教育強化計画（Strengthening Primary Education：

SPRED）は、全国を対象に学校をベースにした英語、数学及び理科の教員研修を通して教育の

改善を目標としている。現在研修支援は終了し、初等教育の教科書配布支援へ移行している。

また、教育政策に対する知的活動支援（マスタープラン作成、教育改革策定、教育投資計画策

定、学校設置基準作成等）を積極的に行っている。英国は、プロジェクト支援からセクター・

ワイド・アプローチ／財政支援にシフトしている。また、初等教育の無償化を全面的に支援

すると表明している。

・DANIDA（Danish International Development Agency）（オランダ）

1997年から 2000年にかけて、初等教育教科書出版・配布の自由化を基本とする、教科書供

給支援を行い、試行段階では成功したと評価されている。しかし、本格実施の段階でケニア
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政府の干渉等不透明性が発現し、計画は凍結され、その後オランダは対ケニアに対する支援

から撤退した。2002年 12月に発足した新政府に対して、援助の再開を表明したが、教育分野

が含まれるかは明確にされていない。

・世界銀行

1996年に立案された初・中等教育強化計画（STEPS）は現在も実施は凍結されており、進展

はない。しかし、初等教育の無償化を全面的に支援すると表明しており、具体的な支援の開

始が見込まれている。なお、教材開発及び教員養成のためのトレーナー訓練等の就学前教育

支援については実施中。

・GTZ（ドイツ）

初等教育の技能教科強化計画を 3ディストリクトで終了し、協力の拡大を検討していたが、

ケニア側ニーズとの整合性が取れず、協力を終了した。

・UNICEF

就学前教育、AIDS教育、女子教育、ノンフォーマル教育等幅広く支援をしている。初等教

育の無償化に伴って教材の配布を実施。

・CIDA（カナダ）

環境及び女子教育の啓もう・啓発支援を行っているが、積極的な活動は行っていない。

・WFP

乾燥・半乾燥地（Arid/Semi-Arid Land：ASAL）地域を中心に小学校給食における食糧援助を

実施。

・JICA（日本）

青年海外協力隊理数科教員隊員の派遣を 1974年に開始し、2002年 9月までに 316人を派遣

している。1994年からキシイ地域でグループ派遣を開始した。現在は東部州マクエニ地域を

対象としており、SMASSEプロジェクトとの連携活動も行っている。1997年には、KSTCに対

して無償資金協力によって理科教育機材供与を実施。

1998年から 5年間の予定で、プロジェクト方式技術協力として SMASSEを実施中。

その他アフリカ域内諸国での支援状況としては、Forum for African Women Educationists

（FAWE）の下で Female Education in Mathematics and Science in Africa（FEMSA）というNGOに

より、女子の理数科教育支援がナミビア等数か国で行われている。D f I D はウガンダで

INSSTEP、ザンビアでAIMSという理数科及び英語教員の研修を支援していたが、いずれもプ

ログラム支援へ移行するとして1990年代後半に終了。アフリカ域内では、初等教育特に女子

教育に焦点があてられ、欧米のドナーはその分野の支援に集中しているといえる。
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3． 中等理数科教育における課題と現状

ケニアの中等教育では、下表のとおり、理数科の成績が著しく低い。AからEの 12段階評価で、

数学及び化学の 2教科とも、受験生の約 70％前後が下位 3ランクにあるという惨憺たる状況であ

る。

表－ 1　国家試験の成績分布（数学）
（％）

Grade categories
Year

2000 2001

A 1.26 1.68

A- 0.83 1.08

D 14.23 13.19

D- 22.38 21.24

E 40.08 39.16

表－ 2　国家試験の成績分布（化学）
（％）

Grade categories
Year

2000 2001

A 2.15 0.99

A- 1.84 0.90

D 30.04 27.63

D- 22.62 34.26

E 2.76 6.27

このような状況は、アフリカ域内諸国でも発生している。フェーズ Iで実施した技術交換（ガー

ナ、マラウイ、ウガンダ、ザンビア）、2回にわたって開催された域内ワークショップ等において、

ケニアと同様の現状及び課題が指摘されており、それらを整理すると以下のとおりである。

（1）カリキュラム

アフリカ諸国の中等教育のカリキュラムは多岐・多様なトピックを含み、試験科目が多い。

また、履修内容が、特に理数科において、過剰であるほか、カリキュラムを十分こなせない

教員が多い。また、カリキュラムが社会のニーズに適合していないという指摘もある。カリ

キュラム改革は緊急の課題と考えられている。

（2）教授法

アフリカに共通する教授法は、「チョークとトーク」といわれる、先生からの一方通行の授

業である。また、試験指向が強く、詰込み式の授業になっている。その他、教室でのジェン
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ダー配慮に欠けた授業や、生徒の個人差を無視した授業、教員の教室運営能力の不足、授業

の評価の力不足があげられている。教員の能力不足は特に代用教員の多い国で深刻である。

（3）教　材

教科書不足、実験室不足、実験器具不足、試薬不足等が深刻である。しかしながら、問題

は、それらを有しながら実験が行われていないという状況が多々みられることであり、教員

の理科教育に対する姿勢の変換が求められている。

（4）教　員

有資格の理数科教員の不足している国がアフリカには多い。特に、急速に中等教育が拡大

している国（マラウイ、タンザニア等）では、この問題は深刻である。ケニアはアフリカでは

珍しいながら、教員は量的に充足しており、その質の向上が求められている。また、教員の

理数科に対する姿勢（理数科は難しいという既成概念）が生徒に反映し、生徒の理数科恐怖症

の原因となっているといわれている。

（5）生　徒

上述の要因のほかに、貧困や家庭の問題も生徒の学習に影響を与えている。

（6）学校運営・管理

校長等による施設管理、資機材調達、カリキュラム管理、財務管理、生徒や教員の管理能

力が不足している。教科の教員だけの能力向上では不十分で、教育関係者全員の能力向上が

アフリカでは求められている。
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4． プロジェクト戦略

3．で取り上げた課題は、教育の質及びマネージメントの問題として整理されると同時に、直接・

間接的に教員に起因するものと考えられる。なかでも、教授法は、教育の質の向上において決定

的な要素である。

ケニアにおいては、教員が量的に充足していることから、これら課題の解決に向けては現職教

員の強化を選択すべきである。

したがって、プロジェクトの戦略としては、教授法の改善、教員の意識・姿勢の転換を促進す

るための INSETの実施、及び持続的な INSETの運営管理体制の強化を行うこととする。パイロッ

ト地域における INSETのシステム化及び研修を通じて導入したASEI / PDSIの有効性はフェーズ I

において確認されており、フェーズ IIではフェーズ Iで実証されたアプローチをケニア全国に展開

することをめざす。

アフリカ域内諸国においては、教育の質に関して共通の問題を抱えており、解決に向けた情報・

経験の共有を目的として、フェーズ I期間中にSMASSE-WECSAが構築されている。域内各国でケ

ニアと同様の研修制度を確立することは短期間では困難であるが、効率的な問題解決の観点から

もケニアでの経験を生かすことを基本戦略とし、本SMASSE-WECSAを活用しながら、ネットワー

ク参加国に対するケニアでの研修事業及び技術交換事業を行い、ASEI / PDSIを普及させる。参加

国のなかには教員の量的不足が問題となっている国も多いため、各国の状況に応じて、教員養成

段階に対する取り組みも行っていく。これらの事業は、TICAD等で提言されているアフリカ諸国

相互の連携を強化する活動としても位置づけられる。
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5． プロジェクトの基本設計

5－1．プロジェクト目標

〈ケニア国内〉 現職教員再研修により、ケニアの中等教育レベルの理数科教育が強化される。

〈SMASSE-WECSA〉SMASSE-WECSAメンバー国の教員養成機関及び中等学校でASEI / PDSI授

業が実践される。

5－2．上位目標

〈ケニア国内〉 理数科目についてのケニアの青少年の能力が向上する。

〈SMASSE-WECSA〉SMASSE-WECSAメンバー国の中等教育レベルの理数科教育が強化される。

5－3．成果と活動

〈ケニア国内〉

（1）研修センター（SMASSE  National INSET Centre）において、全国の理数科分野での研修指

導員（教員）のための研修システムが強化される。

1-1 地方の中等理数科教育の現状、問題点、ニーズについて調査・分析・評価を行う。

1-2 カウンターパートのプロジェクト実施能力の向上を図る。

1-3 選定した中等学校で演示授業を行う。

1-4 INSET用のカリキュラム（理数 4教科）を見直し、開発・作成する。

1-5 INSETに必要な教材（理数 4教科）を開発・作成する。

1-6 地方研修指導員を選定する。

1-7 中央研修センターにおいて、地方研修指導員を養成する。

1-8 INSETについて、あらゆるレベルにおいてモニタリング評価を行う。

1-9 INSETを補足するためのフォローアップ活動を行う。

1-10 地方の状況に適用可能な、ASEI授業計画と、それに伴う教材を開発・作成する。

（2）全国に教員研修システムが確立される。

2-1 地方研修センターのための学校を選定する。

2-2 地方研修センターのための学校において、理数科教育用の教育・学習施設を改善する。

2-3 地方研修センターでの地方研修実施を促進する。

2-4 教育科学技術省の行政官及び地方の学校管理職等を対象に、研修システム管理ワーク

ショップを実施する。
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（3）リソースセンターとしての中央研修センターと全国の地方研修センターの役割が強化する。

3-1 プロジェクトニュースレター等を発行し、関連情報を普及する。

3-2 必要に応じ、理数科教育活動を実施・促進する。

3-3 必要に応じ、中等理数科教員間で教科に関して情報交換する仕組みを作る。

〈SMASSE-WECSA〉

（1）SMASSE-WECSAメンバー国でASEI-PDSI授業を指導できる教員養成・研修指導者が養成さ

れる。

1-1 メンバー国の現状に関し、調査・分析・評価を行い、INSETに対するニーズ調査をする。

1-2 第三国研修のカリキュラムを開発・作成する。

1-3 第三国研修用教材を開発・作成する。

1-4 第三国研修を実施する。

1-5 第三国研修に適用し得るモニタリング・評価ツールを開発する。

1-6 第三国研修の実施インパクトに関するモニタリング・評価を実施する。

1-7 メンバー国に理数科分野の INSETカリキュラム作成法を指導・助言する。

1-8 メンバー国にモニタリング・評価手法の助言・指導をする。

（2）中央研修センターがアフリカの中等理数科教育のリソースセンターとして整備される。

2-1 ニュースレター等の情報発信と発行を行う。

2-2 メンバー国との技術交換を行う。

2-3 メンバー国と合同ワークショップを開催する。

2-4 メンバー国に対する持続的教員研修制度構築の助言・指導をする。

（3）中央研修センターが連携ネットワークの事務局機能を果たす。

3-1 SMASSE-WECSA会議を開催する。

3-2 メンバー国の中等教育担当省に対して、理数科の教育・学習に関するASEI / PDSIアプ

ローチの啓もう・啓発活動を行う。

3-3 ドナー間協調活動を促進する。

5－4．投　入

（1）日本側：投入

a. 長期専門家派遣

b. 必要に応じた短期専門家派遣
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c. カウンターパートの本邦研修

d. カウンターパートの第三国での研修

e. メンバー国を対象とした、ケニアにおける INSET（第三国研修）の実施

f. 資機材供与

g. プロジェクト実施に必要な諸経費

（2）ケニア側：投入

a. プロジェクトに必要な建物及びオフィス及びその他の施設

b. 中央研修センターにおけるフルタイムのケニア人カウンターパート配置

c. プロジェクト管理運営のための人員配置

d. プロジェクト実施のために必要な経費

e. 中央研修及び地方研修に理数科教員が参加するために必要な経費

5－5．外部条件の分析

〈ケニア国内〉

・教員がASEI / PDSI授業を実践し続ける。

・他のプログラムが教員の研修参加を妨げない。

・教育省の協力が今後とも維持される。

・中央研修センターのカウンターパートと地方研修指導員が、プロジェクト活動に従事し続

ける。

〈SMASSE-WECSA〉

・メンバー国の教育政策が理数科振興を支持している。

・ASEI / PDSIに基づく教員養成・研修が継続される。

・メンバー国でASEI / PDSI授業が実践される。

・メンバー国が SMASSE-WECSA事業を継続するための支援をする。

5－6．プロジェクトの運営・実施体制

別添資料（7組織図）のとおりである。

5－7．事前の義務及び必要条件

（1）プロジェクト実施の前提条件

〈ケニア国内〉

教員組合がプロジェクト実施に反対しない。
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〈SMASSE-WECSA〉

メンバー国が中等教育レベルでの理数科教育を向上させる計画を有している、あるいは

将来有する。

（2）義　務

ケニア政府はプロジェクト活動に必要な十分な予算及び適切な施設を提供する。
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6． プロジェクトの総合的実施妥当性

6－1．妥当性

（1）ケニア国内

2．で記載したとおり、国家開発計画、教育開発計画、PRSP等において、ケニアの工業化

達成に理数科教育の強化が不可欠であると表明されており、政府の財政的コミットメントも

認められる。また、社会ニーズとの整合性も高い。我が国の途上国における基礎教育支援政

策（BEGIN）、ケニアに対する援助指針・国別事業実施計画と整合するものである。

（2）SMASSE-WECSA

アフリカ諸国の理数科教育はケニアと同様に低迷しており、その質的改善に対するニーズ

は、域内ワークショップのなかで確認されている。

我が国の政策との関係では、TICAD II、WSSDタイプ2イニシアティブ等において、域内連

携を通したアフリカの人づくり支援が高く掲げられている。

6－2．有効性

（1）ケニア国内

本計画は、フェーズ Iにおいて、協力終了後の持続的発展性のある研修システムを確立して

おり、そのシステムを活用した研修が継続される見通しも立っている。したがって、研修の

全国展開を支援することで、全国的に持続的発展性のある研修システムが構築され、プロ

ジェクト目標から、上位目標へ到達すると期待できる。

（2）SMASSE-WECSA

ASEI / PDSIに基づく授業に対して特に関心が高く、政府が本事業に対して積極性を示すメ

ンバー国との連携を促進するので、プロジェクト目標は達成される見込みである。

6－3．効率性

（1）ケニア国内

5年間で全国約 900人の研修指導員が養成され、約 1万 2,000人の理数科教員に研修を提供

し、その成果は約 70万人の生徒が裨益する。

（2）SMASSE-WECSA

5年間で 150名の教員養成関係者に直接、研修機会を提供する。
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6－4．インパクト

（1）ケニア国内

フェーズ Iでは、以下の 2点が確認されている。

・理数科教員の教育に対する姿勢が改善される。

・生徒の理数科に対する関心が高まる。

したがって、このような生徒・教員双方の理数科教育に対する姿勢が全国的に改善される

ことにより、ケニアの理数科教育に対する本プロジェクトのインパクトは大きく、目標達成

見込みは高い。

（2）SMASSE-WECSA

ケニア国内の事業の成果を域内に普及するという観点から、本協力によってケニア国内で

期待されると同様のインパクトが期待される。

6－5．自立発展性

（1）ケニア国内

中央と地方に研修システムを構築すれば、それらが自立的に研修を継続し得る可能性は

フェーズ Iで実証された。フェーズ Iの予算実績は、2002年教育省予算350万ケニア・シリン

グ（約560万円全額執行済み）、9ディストリクトの学校拠出金約 1,000万ケニア・シリング（約

1,600万円）となっており、5．で記載したとおり、フェーズII実施に向けて、中央研修センター

の確保、ケニア側予算の確保等、事前のコミットメントが表明されている。

（2）SMASSE-WECSA

現時点では、連携事業の自立発展性は確実なものではない。しかしながら、メンバー国の

啓もう・啓発によって事業の重要性が理解され、自立発展の可能性を高めていくことができ

ると考えられる。メンバー国からの会費として、入会金300ドルと年会費100ドルを徴収する

こととなっており、4か国が支払い済みである。

6－6．総合的実施妥当性

フェーズ Iに係る上記 5項目での評価は高いことが報告されており、インパクトの量的・面的拡

大及び上位目標を達成するために、本プロジェクト（フェーズ II）を実施することの合理性・必然

性（Relevence）は高い。自立発展性においても、全国展開にあたって、ケニア政府側のコミットメ

ントも高く、本研修事業の国家レベルでの制度化が見込まれている。アフリカ域内連携事業につ

いても、フェーズ Iの成果を継続発展させることは我が国政策とも整合している。
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したがって、本プロジェクトは妥当な協力内容であると判断される。
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別添－ 1　プロジェクト・デザイン・マトリックス（Program Design Matrix：PDM）

プロジェクトの要約
（上位目標）
理数科目についてのケニアの青少年
の能力が向上する。
（プロジェクト目標）
現職教員再研修により、ケニアの中
等教育レベルの理数科教育が強化さ
れる。

（成　果）
1. 中央研修センターにおいて、全国
の理数科分野での研修指導員（教
員）のための研修システムが強化さ
れる。

2. 全国に教員研修システムが確立さ
れる。

指　標

ディストリクトレベルにおける、中等レ
ベルの国家試験の成績。

プロジェクト終了時までに、モニタリン
グ評価特別委員会が開発したモニタリン
グ評価ツールの活用により得られる「授
業改造度指標」の値が 50％以上となる。

プロジェクト終了時までに、
1（a） 中央研修センターで、61人以上の

ケニア人アカデミックスタッフと 12
人以上の管理スタッフがプロジェク
ト活動に従事する。

1（b） 中央研修センターで、4 回の中央
INSETが実施され、900人以上の地方
研修指導員が研修を受ける。

1（c） 中央研修センターの INSETが、モ
ニタリング評価特別委員会が開発し
た I 評価ツールの活用により得られ
る「INSETの質評価指標」において、3
以上（0～4の評価範囲）の総合評価を
獲得する。

1（d） 中央研修センターは、14タイトル
以上の教材を作成し、それぞれ900冊
以上が印刷・配布される。

2（a） 毎年、900人以上の地方研修指導員
と 200人以上の地方行政スタッフが、
地方でのプロジェクト活動に従事す
る。

2（b） プロジェクト終了時までに、4回の
地方研修（ディストリクト INSET）を
実施し、1 万人以上の教員が参加す
る。

2（c） プロジェクト終了時までに、地方
研修指導員が、モニタリング評価特
別委員会が開発したツールの活用に
より得られる「能力強化指標」におい
て、3以上（0～ 4の評価範囲）の総合
評価を獲得する。

2（d） プロジェクト終了時までに、地方
研修が、モニタリング評価特別委員
会が開発した INSET 前後／各セッ
ションの評価ツールの活用により得
られる「INSETの質評価指標」におい
て、2.5以上（0～ 4の評価範囲）の総
合評価を獲得する。

指標の入手手段

ケニア国家試験委員会が
公表する試験結果。

SMASSE プロジェクトの
モニタリング評価報告書

1（a）～（d）
SMASSE プロジェクトの
モニタリング評価報告書

2（a）～（d）
SMASSE プロジェクトの
モニタリング評価報告書

外部条件

教員が A S E I /
PDSI 授業を実践
し続ける。

1. 他のプログラム
が教員の研修参
加を妨げない。

2. 教育省の協力が
今後とも維持さ
れる。

1．プロジェクト名：ケニア中等理数科教育強化計画フェーズ II：ケニア国内

実施機関：教育科学技術省（MOEST、ケニア）、国際協力事業団（JICA、日本）

実施時期：5年間（2003年 7月 1日から 2008年 6月 30日）

作成時期：2003年 4月　プロジェクト・ドキュメント作成委員会ワークショップ
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3. リソースセンターとしての中央研
修センターと全国の地方研修セン
ターの役割が強化する。

（活　動）
1-1 地方の中等理数科教育の現状、

問題点、ニーズについて調査・分
析・評価を行う。

1-2 カウンターパートのプロジェク
ト実施能力の向上を図る。

1-3 選定した中等学校で演示授業を
行う。

1-4 INSET用のカリキュラム（理数 4
教科）を見直し、開発・作成する。

1-5 INSETに必要な教材（理数4教科）
を開発・作成する。

1-6 地方研修指導員を選定する。
1-7 中央研修センターにおいて、地

方研修指導員を養成する。
1-8 INSETについて、あらゆるレベル

においてモニタリング評価を行
う。

1-9 INSETを補足するためのフォロー
アップ活動を行う。

1-10 地方の状況に適用可能な、ASEI
授業計画と、それに伴う教材を
開発・作成する。

2-1 地方研修センターのための学校
を選定する。

2-2 地方研修センターのための学校
において、理数科教育用の教育・
学習施設を改善する。

2-3 地方研修センターでの地方研修
実施を促進する。

2-4 教育科学技術省の行政官及び地
方の学校管理職等を対象に、研
修システム管理ワークショップ
を実施する。

3-1 プロジェクトニュースレター等
を発行し、関連情報を普及する。

3-2 必要に応じ、理数科教育活動を
実施・促進する。

3-3 必要に応じ、中等理数科教員間
で教科に関して情報交換する仕
組みを作る。

3（a） プロジェクト終了時までに、中央
研修センターは 10以上のニュースレ
ターを発行・配布する。

3（b） プロジェクト終了時までに、地方
で独自に、INSETのための教材等が1
回以上作成される。

（投　入）
1. ケニア側
a. プロジェクトに必要な建物及びオ
フィス及びその他の施設

b. 中央研修センターにおけるフルタイ
ムのケニア人カウンターパート配置

c. プロジェクト管理運営のための人員
配置

d. プロジェクト実施のために必要な経
費

e. 中央研修及び地方研修に理数科教員
が参加するために必要な経費

2. 日本側
a. 長期専門家派遣
b. 必要に応じた短期専門家派遣
c. カウンターパートの本邦研修
d. カウンターパートの第三国での研修
e. 資機材供与
f. プロジェクト実施に必要な諸経費

3. SMASSEプロジェクト
の記録簿

中央研修センター
のカウンターパー
トと地方研修指導
員が、プロジェク
ト活動に従事し続
ける。

前提条件：
教員組合がプロ
ジェクトに反対し
ない。
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プロジェクトの要約
（上位目標）
SMASSE-WECSAメンバー国の中等教
育レベルの理数科教育が強化される。

（プロジェクト目標）
SMASSE-WECSAメンバー国の教員養
成機関及び中等学校でASEI / PDSI授
業が実践される。
（成　果）
1. SMASSE-WECSA メンバー国で
ASEI-PDSI 授業を指導できる教員
養成・研修指導者が養成される。

2. 中央研修センターが、アフリカの
中等理数科教育のリソースセン
ターとして整備される。

3. 中央研修センターが、連携ネット
ワークの事務局機能を果たす。

（活　動）
1-1 メンバー国の現状に関し調査・

分析・評価を行い、INSETに対す
るニーズ調査をする。

1-2 第三国研修のカリキュラムを開
発・作成する。

1-3 第三国研修用教材を開発・作成
する。

1-4 第三国研修を実施する。
1-5 第三国研修に適用し得るモニタ

リング・評価ツールを開発する。
1-6 第三国研修の実施インパクトに

関するモニタリング・評価を実
施する。

指　標

SMASSE-WECSA メンバー国で ASEI /
PDSI授業が実践される。

プロジェクト終了時までに、メンバー国
の理数科教員に関するASEI / PDSI授業実
践度が向上する。

プロジェクト終了時までに、
1-1 SMASSE研修センターでの第三国研

修を 5回実施する。
1-2 プロジェクト終了時までに、メン

バー国から 150 人以上の授業指導員
が第三国研修に参加する。

1-3 40セット以上の研修用教材を作成す
る。

1-4 メンバー国に適用可能な SMASSE-
WECSA用モニタリング・評価ツール
を開発し、実践する。

プロジェクト終了時までに、
2-1 メンバー国からの第三国研修参加者

からASEI / PDSI授業計画案が開発・
作製される。

2-2 10回以上ニュースレターが発行され
る。

プロジェクト終了時までに、
3-1 SMASSE-WECSA総会を最低4回開催

する。
3-2 最低 6名のケニア人カウンターパー

トが連携ネットワーク事務局活動に
従事する。

3-3 最低 14のアフリカ諸国が連携ネット
ワークに参加する。

（投　入）
1. ケニア側
a. プロジェクトに必要な建物及びオ
フィス及びその他の施設

b. 中央研修センターにおけるフルタイ
ムのケニア人カウンターパート配置

c. 中央研修センターにおける補助作業
のための人員配置

2. 日本側
a. メンバー国を対象とした、ケニアに
おける INSET（第三国研修）の実施

b. 長期専門家派遣
c. 資機材供与

指標の入手手段

プロジェクトのモニタリ
ング・評価調査結果ならび
にメンバー国からの報告

プロジェクトのモニタリ
ング・評価調査結果

1．プロジェクトの報告書

2-1～ 2-2
プロジェクトの報告書

3-1～ 3-3
プロジェクトの報告書

外部条件

メンバー国の教育
政策が理数科振興
を支持している。

ASEI / PDSIに基づ
く教員養成・研修
が継続される。

メ ン バ ー 国 で
ASEI / PDSI授業が
実践される。

メ ン バ ー 国 が
SMASSE-WECSA
事業を継続するた
めの支援をする。

2．プロジェクト名：ケニア中等理数科教育強化計画フェーズ II：SMASSE-WECSA

実施機関：教育科学技術省（MOEST、ケニア）、国際協力事業団（JICA、日本）

実施時期：5年間（2003年 7月 1日から 2008年 6月 30日）

作成時期：2003年 4月　プロジェクト・ドキュメント作成委員会ワークショップ



- 35 -

1-7 メ ンバー国に理数科分野の
INSET カリキュラム作成法を指
導・助言する。

1-8 メンバー国にモニタリング・評
価手法の助言・指導をする。

2-1 ニュースレター等の情報発信と
発行を行う。

2-2 メンバー国との技術交換を行う。
2-3 メンバー国と合同ワークショッ

プを開催する。
2-4 メンバー国に対する持続的教員

研修制度構築の助言・指導をす
る。

3-1 SMASSE-WECSA 会議を開催す
る。

3-2 メンバー国の中等教育担当省に
対し、理数科の教育・学習に関す
るASEI / PDSIアプローチの啓も
う・啓発活動を行う。

3-3 ドナー間協調活動を促進する。

d. プロジェクト実施に必要な諸経費

前提条件：
メンバー国に中等
理数科教育開発政
策が存在する。
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Appendix-2 (1)   Plan of Operation for the Whole Period (Kenya)
Name: Strengthening of Mathematics and Science in Secondary Education Project, Phase II

Project Purpose: Quality of Mathematics and Science education at secondary level is strengthened in Kenya through In-Service Traininig (INSET) of teachers.

Output Activities Target Responsible Person Actual

I II III IV I II III IV I II III IV I II III IV I II III IV I II III IV  in  Project Team input

1) To investigate, analyse and evaluate the present
situation, problems and needs of Mathematics and Science
education at secondary level in the Districts.

More than 1 reports are published and
distributed. However, this is a continuous
process.

Head of National
INSET Centre

2) To enhance the ability of counterparts in implementation
of the Project

Each academic department produces more
than 1 reports. However, this is a
continuous process.

Head of National
INSET Centre

3) To teach demonstration lessons in selected secondary
schools.

National INSET Centre obtain mean of
over 3 on the scale of 0 to 4 in the Quality
of INSET Assessment Index.

Head of National
INSET Centre

4) To review and develop curricula for INSET on the
Mathematics and Science.

Each academic department produces syllabi
/ curricula for INSET.

Head of National
INSET Centre

5) To develop training materials for the INSET on the
Mathematics and Science.

150 sets of INSET materials are produced
for each subject.

Head of National
INSET Centre

6) To select District Trainers. Over 900 District Trainers are selected.
Head of National
INSET Centre

7) To train key trainers for the Districts  at National INSET
Centre.

National INSETs are conducted at least
once a year.

Head of National
INSET Centre

8) To carry out  monitoring and evaluation of the INSET.
Comprehensive INSET monitoring and
evaluation report is published once a year.

Head of National
INSET Centre

9) To carry out follow-up activities to supplement INSET.
After 3 cycles of INSET, this will be
considered.

Head of National
INSET Centre

10) To develop model ASEI lesson plans and other
teaching materials which are applicable to local situations
in the Districts.

After 3 cycles of INSET, useful teaching
know how for teachers will be compiled
and published.

Head of National
INSET Centre

1) To select schools for INSET Centres in  the Districts.
Over 900 trainees and over 50 District
INSET Centres are selected.

Head of National
INSET Centre

2) To improve teaching and learning facilities in
Mathematics and Science at the selected schools in the
Districts.

Over 50 district INSET Centres are
equipped to function as INSET Centre as
well as resource centre.

Head of National
INSET Centre

3) To facilitate implementation of the INSET at the
Districts INSET Centres.

District INSETs are implemented at least
once a year.

Head of National
INSET Centre

4) To organize INSET system management workshops for
relevant officials of MOEST and school managers in the
Districts.

More than one educational management
course are conducted.

Head of National
INSET Centre

1) To publish the Project Newsletter etc. and disseminate
relevant information.

More than 10 newsletters are published and
distributed.

Head of National
INSET Centre

2) To promote and implement Mathematics and Science
activities when need arises.

On needs basis.  For example, SMASSE
staff acted as judge of science congress at
various levels.

Head of National
INSET Centre

3) To establish the mechanism to exchange information on
subject matters among secondary school teachers when
need arises.

On needs basis.  In collaboration with
JOCV  their activities will be assisted by
the project.

Head of National
INSET Centre

2003 2006

1. A system of
training for the
District trainers
in  Mathematics
and Science will
be strengthened
at National
INSET Centre.

2. A system of
INSET in
Mathematics and
Science will be
established in the
Districts.

3. Role of
SMASSE
National INSET
Centre and
District INSET
centres as
resource centres
will be
strengthened.
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Name: Strengthening of Mathematics and Science in Secondary Education Project, Phase II

Project Purpose: ASEI/PDSI lessons are practiced in teacher training institutions and secondary schools in member countries.

Output Activities Target Responsible Person Actual

I II III IV I II III IV I II III IV I II III IV I II III IV I II III IV in  Project Team input

1) To investigate, analyse and evaluate the
present situation, problems and needs of
INSET systems in member countries.

Comprehensive reports is published.
Head of National
INSET Centre

2) To develop curricula for INSET (Third
Country Training).

Each academic department produces syllabi /
curricula for INSET.

Head of National
INSET Centre

3) To develop training materials for Third
Country Training.

At least 40 sets of INSET materials are
produced for each subject.

Head of National
INSET Centre

4) To organise Third Country Training.
Third country trainings are conducted at least
once a year, and at least 150 trainers attend.

Head of National
INSET Centre

5) To develop monitoring and evaluation
instruments adaptable for the Third Country
Training.

Comprehensive INSET monitoring and
evaluation report is published once a year.

Head of National
INSET Centre

6) To conduct monitoring and evaluation on
the impact of Third Country Training

Comprehensive reports is published.
Head of National
INSET Centre

7) To assist to develop INSET curricula for
Mathematics and Science in member countries

Comprehensive reports is published.
Head of National
INSET Centre

8) To assist to develop of monitoring and
evaluation tools for project activities.

Comprehensive report is published.
Head of National
INSET Centre

1) To publish newsletter and other publications
for disseminating information.

More than 10 newsletters are published and
distributed.

Head of National
INSET Centre

2) To conduct technical exchange with
member countries.

Comprehensive report is published.
Head of National
INSET Centre

3) To hold joint workshops with member
countries.

Workshop is organised at least once a year.
Head of National
INSET Centre

4) To assist to construct sustainable INSET
systems in member countries.

Comprehensive report is published.
Head of National
INSET Centre

1) To organise SMASSE-WECSA meetings. Meeting is organised at least once a year.
Head of National
INSET Centre

2) To sensitise education Ministries from member
countries on ASEI and PDSI approaches to
teaching/learniig of Mathematics and Science.

Member countires' commitment is assessed.
Head of National
INSET Centre

3) To promote coordination activites with
other donor agencies.

Exchange of information is reported.
Head of National
INSET Centre

2003 2006

                         
1. Trainers for
ASEI/PDSI
based INSET
will be
produced in
member
countries.

3. SMASSE
National
INSET Centre
will function
as secretariat
of SMASSE-
WECSA.

 

2. SMASSE
National
INSET Centre
will be
consolidated as
resource centre
for
Mathematics
and Science in
Africa.

Appendix-2 (2)  Plan of Operation for the Whole Period 2 (SMASSE-WECSA)
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TENTATIVE SCHEDULE OF IMPLEMENTATION

PROJECT TITLE: Strengthening of Mathematics and Science in Secondary Education Project, Phase II

I. PROJECT DURATION I II III IV I II III IV I II III IV I II III IV I II III IV I II III IV

II. INPUTS BY THE KENYAN SIDE

1. ASSIGNMENT OF COUNTERPART PERSONNEL

2. ASSIGNMENT OF ADMINISTRATIVE PERSONNEL

3. BUILDINGS & FACILITIES

4. ALLOCATION OF BUDGET

III. INPUTS BY THE JAPANESE SIDE

1. LONG-TERM EXPERTS

2. SHORT-TERM EXPERTS

3. PROVISION OF EQUIPMENT

4. TRAINING OF KENYAN COUNTERPART PERSONNEL
IN JAPAN
5. TRAINING OF KENYAN COUNTERPART PERSONNEL
IN THE THIRD COUNTRY

6. EVALUATION STUDY TEAM

IV. IN-SERVICE TRAINING (INSET)

1. NATIONAL INSET

2. DISTRICT INSET

V. REGIONALACTIVITIES

1. THE THIRD COUNTRY TRAINING IN KENYA

2. REGIONAL CONFERENCE

IV. JOINT COORDINATING COMMITTEE

2008

IMPLEMENTATION
YEAR (JFY)

2003
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別添－ 4　長期専門家のTOR

1． チーフアドバイザー

1－1 派遣目的

日本・ケニア双方を含むプロジェクトチームを取りまとめ、プロジェクト運営に関する助言・

指導、特に、中央と地方を結ぶ理数科教員研修実施体制の確立に係る助言・指導を行う。

1－2 活動内容

1） 専門家・カウンターパートを含むプロジェクトチーム及び中央レベルの INSET運営にかか

わる助言・指導。

2） 教育省関係者に対する INSET運営に係る周辺業務に関する助言・指導。

3） ディストリクトの教育関係者に対する地方レベルの INSET運営に関する助言・指導。

4） 専門家チームの取りまとめ

5） 教育セクターにおける他ドナーの動向の確認

6） 年間活動計画の策定

7） 各種報告書の策定

8） 広域活動（第三国研修等）の助言・指導

2． 業務調整

2－1 派遣目的

プロジェクト実施に係る経理、資機材の調達・維持・管理、専門家派遣に係る受入れ準備等の

プロジェクト運営に係る各種ロジ業務を遂行する。また、年間計画策定作業においては、チーフ

アドバイザーを補佐する。また、ケニア側運営（特に財務・資機材管理）能力向上に対して、助言・

指導する。

2－2 活動内容

1） プロジェクト運営（現地業務費、機材供与費等）に係るすべての経理業務

2） 年間計画策定作業の補佐

3） 現地調達分資機材の調達及び関連業務

4） 本邦調達資機材の引き取き

5） 購入機材の維持・管理

6） 専門家受入れに係る各種手続き
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7） 広報（ホームページ維持管理、パンフレット作製等）

8） その他、プロジェクト運営に係る各種促進業務

9） ケニア側運営管理部門との調整・助言・指導

10）広域活動の支援業務

3． 数学／理科教育

3－1 派遣目的

数学／理科教育にかかわる資機材管理・授業法・教材作成法・実験手法・教育評価手法に関す

る助言・指導、及び、同分野のケニア国内における現状の把握を行う。

3－2 活動内容

1） INSET Unitにおける数学／物理／化学／生物学科の資機材の購入・管理に係る助言・指導

2） 数学／理科教育に係る授業法・教材作成法・実験手法・教育評価手法に関する助言・指導

3） 数学／理科教育 INSETの内容及び運営に係る助言・指導

4） ディストリクトへのASEI授業普及に関する助言指導

5） ケニア国内における数学／理科教育に係る現状の分析・把握

6） 広域活動支援

4． 教育評価

4－1 派遣目的

すべての教科の教育評価に関する助言・指導を行う。本プロジェクトがケニア全土で実施する

中央・地方 INSETが教育現場へ及ぼすインパクトに関し、カウンターパートとともにモニタリン

グ・評価活動を実施し、この活動によって得た資料を基に評価・分析を行い、かかる分析手法を

指導する。また、本プロジェクトのめざすアフリカ域内協力に関連して、各国での理数科教育教

科活動の進捗状況把握や、ケニアから各国への知的支援をカウンターパートとともに実施する。

4－2 活動内容

プロジェクト内に設けられた、専門家とカウンターパートから構成される評価タスクフォース

とともに、以下の業務を遂行する。

1） 学習評価ツール開発に対する指導・助言

2） 中央研修センター及び地方で計画されている評価活動に対する指導・助言
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3） 評価調査結果の分析手法に対する指導・助言

4） 授業観察とその解析に対する指導・助言

5） 自動マークシート読み取り機とコンピューターによる統計処理法に対する指導・助言

6） 評価報告書作成に対する指導・助言

7） ケニア人による自立的評価手法の確立に対する指導・助言

8） 広域活動支援
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1． ナショナル・プロジェクト・コーディネーター

1－1 役割

日本・ケニア双方を含むプロジェクトチームを取りまとめ、プロジェクト運営に関する助言・

指導、特に、中央と地方を結ぶ理数科教員研修実施体制の確立に係る助言・指導する。

1－2 活動内容

1） 専門家・カウンターパートを含むプロジェクトチーム及び中央レベルの INSET運営にかか

わる助言・指導

2） 教育省関係者に対する INSET運営に係る周辺業務に関する助言・指導

3） ディストリクトの教育関係者に対する地方レベルの INSET運営に関する助言・指導

4） ケニア人チームの取りまとめ

5） ケニア側予算の責任

6） 年間活動計画の策定

7） 各種報告書の策定

8） 広域活動（第三国研修等）の助言・指導

2． ナショナル・INSETセンター長

2－1 役割

プロジェクトの研修活動の取りまとめ、センターに所属するカウンターパートと専門家の業務

調整、地方 INSETセンターとの調整、地方の INSET運営・管理委員会に対する助言・指導等プロ

ジェクトの研修に係る最高責任者である。

2－2 活動内容

1） プロジェクトの研修計画立案

2） 研修カリキュラム開発に対する助言・指導

3） 研修用教材開発に対する助言・指導

4） モニタリング・評価活動に対する助言

6） ケニア側行政部門との調整・助言・指導

7） 広域活動に対する助言・指導

別添－ 5　ケニア人カウンターパートの TOR
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3． 教科長

3－1 役　割

数学教育にかかわる組織運営・業務管理・資機材管理・授業法・教材作成法・実験手法・教育

評価手法に関する助言・指導及び教科内専門家とケニア人の間の調整を行う。

3－2 活動内容

1） INSET センターにおける各教科の組織運営、業務管理、資機材の購入・管理に係る助言・

指導

2） 各教科に係る授業法・教材作成法・実験手法・教育評価手法に関する助言・指導

3） 各教科の INSETの内容及び運営に係る助言・指導

4） ディストリクトへのASEI授業普及に関する助言指導

5） ケニア国内における各教科に係る現状の分析・把握

6） 広域活動支援

4． 研修指導員

4－1 役割

各教科に係る資機材管理・授業法・教材作成法・実験手法・教育評価手法の開発と研修の実施。

同分野のケニア国内における現状の把握を行う。

4－2 活動内容

1） INSET センターにおける各教科の資機材の購入・管理に係る研修

2） 各教科に係る授業法・教材作成法・実験手法・教育評価手法に関する研修

3） ディストリクトへのASEI授業普及に関する研修

4） 広域活動支援
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1．車両（4輪駆動自動車、ステーション・ワゴン）

2．コンピューターセット

3．印刷機

4．コピー機

5．オーバーヘッドプロジェクター

6．ビデオカメラ・デッキ、TVセット

7．顕微鏡

8．化学天秤

9．理科実験用資機材

10．理数科参考図書

11．教材等収納キャビネット

別添－ 6　主な投入機材
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別添－ 7　組織図

Joint Coordinating Committee

(Japanese side) (Kenyan side)

Japanese Experts Team

- Chief Advisor
- Coordinator
- Experts

MOEST, Kenya

Permanent Secretary

Director

SMASSE INSET Centre

Ministry of Foreign 
Affairs, HQ

JICA Kenya Office

JICA HQEOJ 

- Head
- Deputy Heads
- Subject Administrators
- Academic Heads
- National Trainers

Kenyan Academic Staffs

SMASSE Project 2

ODA, Japan

District Planning Committee

Academic Supporting 
Committee in Japan

JOCV Field Coordinator
- District Education Officers
- District Inspectors
- Principals of Secondary Schools
- District INSET Trainers Representatives

- Resident Rep.
- Deputy R.R.
- Ass. R.R.
- JOCV Coordinator

Secondary Schools in Districts

JOCV Members
(Mathematics and Science Teachers)

Mathematics and Science Teachers

Secretary, TSC

Provincial Director of 
Education

District INSET Centres 

- Principals of INSET Centre
- District INSET Trainer Representatives
- District INSET Trainers
- Coordinators

（1）Design of SMASSE National Organisation and Administration
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SMASSE WECSA (West, East, Central and Southern Africa)

Japanese 
Experts Team
- Chief Advisor
- Coordinator
- Experts

MOEST, Kenya

Permanent Secretary

TSC

SMASSE INSET Centre

District Education 
Officers in Districts

WSSD Follow Up Team
in Japan

MOFA

JICA Kenya Office

JICA HQEOJ 

Member Countries

Member Countries
1. Burundi
2. Ghana
3. Kenya
4. Lesotho
5. Malawi
6. Mozambique
7. Rwanda
8. South Africa
9. Swaziland
10. Tanzania
11. Uganda
12. Zambia
13. Zimbabwe
14. SMASSE Kenya 
       (Secretariat)

Observers
ADEA
AU
Common Wealth Scrt.

- Head
- Deputy Heads
- Subject Administrators
- Academic Heads
- National Trainers

Kenyan
Academic Staffs

WSSD Secretariat, UN
Submission of Annual Report

Strengthening of Mathematics and Science Education by sharing of 
"ASEI Movement and PDSI approach" with African Countries

Country Representatives
from Ministry in charge of Mathematcics and Science Education in Secondary Level

ODA activities between Japan and Ministry in each Member Country

SMASSE WECSA INSET Centre

SMASSE 
Project 2

ODA, Japan

Kenya Ghana SA Malawi Zambia etc..

Secondary Schools in 
Districts

Director

Provincial Director of 
Education 

SMASSE WECSA Secretariat
(Chief Executive is Head of SMASSE INSET Centre)
- Support for Establishment of INSET
- Third Country Training for Member Countries
- M&E for Member Countries

（2）Design of SMASSE Regional Organisation and Administration
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（3）教育科学技術省　組織図

教育大臣

事務次官

教育局長 全国中等学校校長会

主席視学官

州中等学校校長会

郡中等学校校長会

州教育局長

郡教育局長（郡）学校
初等教育
中等教育

教育省･校長会組織図（出典：教育省)

初等教育
（州）学校

中等教育
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別添－ 8　General Information for Training for INSET in Kenya

GENERAL INFORMATION, MODE OF APPLICATION AND REQUIREMENTS

I. GENERAL INFORMATION

1. Introduction

Mathematics and Science form the basis for any technological development in any society.

Kenya, aiming to become industrialized in the year 2020 has therefore put more emphases

on inculcating a scientific culture in her people.  It is this realization that prompted the

Government of Kenya through the Ministry of Education, Science and Technology (MOEST),

with the assistance of the Government of Japan through Japan International Cooperation

Agency (JICA) to initiate a programme on Strengthening of Mathematics and Science in

Secondary Education (SMASSE) Project in 15 pilot districts. From the baseline studies

carried out by SMASSE Project, a number of issues that inhibit/limit the capability of young

Kenyans in mathematics and sciences were isolated.  Some of the issues are within the

scope of the project while others are beyond the scope of the project.  Those issues within

the scope of the area are addressed in the programme of the SMASSE Project.

This new programme of Phase II for Strengthening of Mathematics and Sciences in Secondary

Education is, therefore, an outcome of the SMASSE Project Phase I, and a desire of MOEST

to benefit more teachers in the remaining districts.

2. Duration

The programme begins on 1st July, 2003 and ends on 30th June, 2008.

3. Participants

This course is designed for all mathematics and science teachers from 55 districts, namely

Nairobi, Thika, Kirinyaga, Nyandarua, Nyeri, Meru Central, Meru North, Nathaka, Embu,

Mbeere, Machakos, Kitui, Mwingi, Marsabit, Isiolo, Ijara, Wajir, Mandera, Moyale, Turkana,

West Pokot, Samburu, Marakwet, Trans Nzoia, Uagin Gishu, Keiyo, Nandi, Koibatek,

Kericho, Bomet, Buret, Trans Mara, Narok, Nakuru, Laikipia, Siaya, Kisumu, Nyando,

Rachuonyo, Suba, Homa Bay, Nyamira, Migori, Kuria, Bondo, Mount Elgon, Bungoma,

Teso, Busia, Vihiga, Lamu, Tana River, Malindi, Kwale, Mombasa Districts. The number

of participants is basically 4 teachers in one of the four subjects (mathematics, biology,

physics and chemistry) from one district totaling 16 teachers from one district.

4. Goal

Capacity of young Kenyans in Kenya is upgraded in Mathematics and Science Education.
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5. Project Purpose

Quality of Mathematics and Sciences Education at Secondary level in Kenya is strengthened

through INSET.

6. Outputs

a) A system of INSET for Mathematics and Science Education will be established in Kenya

b) Capacity of mathematics and science teachers for INSET in Kenya will be strengthened.

7. Training Programme

a) The outline of the training programme and schedule are shown in Annex VIIIa and

VIIIc.

b) The programme is subject to review from time to time depending on the needs of the

participants.

8. Venue of Training

The training will be carried out at Centre for Training and research, Karen and Kenya Science

Teachers College (KSTC) in Nairobi.

9. Certificates

There are INSET guidelines and regulations for all levels and a District Trainers’ Certificate

qualifying Criterion as shown below: -

a) The Participants who successfully complete the course with 90% participation at National

and District levels will be awarded a Certificate of Participation by the Project and

MOEST.  Signatories for the may be distributed to reduce the burden from the current

signatories.

b) District Trainers who fulfill the criteria for the award of certificate will be issued with

the same. Signatories of this certificate will be Director of Education, TSC Secretary

and Head, SMASSE National INSET Centre.

II. CONDITIONS FOR APPLICATION

1. Requirements for Application

SMASSE National INSET Centre at Centre for Training and Research, Karen in collaboration

with District Planning Committee will co-ordinate the selection and invitation of mathematics

and science teachers for the course.

       The requirements for participation are as follows:

a) To be nominated by the District Planning Committee.

b) To be mathematics and science teachers practicing in public secondary schools and
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employed by TSC in Kenya.

c) The age should be under 48 years

2. Procedure for application

a) The SMASSE National Office will send the SMASSE General Information (GI) Forms

to the District Planning Committee in the Districts.

b) The District Planning Committee will distribute the Forms to the nominated mathematics

and science teachers in the district.

c) The District Planning Committee will receive the Forms from the teachers and forward

five (5) copies of the prescribed application forms with their comment for each nominee

to SMASSE National office.

d) The District Planning Committee will send the filled Forms by the nominated four (4)

applicants in each subject (Biology, Physics, Chemistry and Mathematics), to Centre

for Training and Research, Karen sixty days (60) prior to commencement of the course,

which is 31st  October, 2003.

e) The District Planning Committee will also submit a copy of the minutes of the Committee

meeting where selection is made to SMASSE National Office together with the Forms.

f) SMASSE National Office will inform the successful applicants through the District

Planning Committee not less than 30 days prior to commencement of the course, which

is 30th November, 2003.

g) The application form is attached to this GI. (ANNEX VIIIb)

III. EXPENSES

a) The District Planning Committee will meet for each participant a single return transport

expense between their stations and the National INSET Centre in Nairobi.

b) SMASSE National Office will provide accommodation and meals from supper of the

previous night of commencement of the course to breakfast of the following day of

closure of the course.

c) Neither the SMASSE National Office nor District Planning Committee will give

allowance during the training.

d) Accommodation will be provided in the halls of residence at Centre for Training and

Research, Karen or K.S.T.C.

IV. OTHER INFORMATION

1. General Facilities

a) Public telephone booths are situated at convenient points within the premises.

b) Mail services are available at the premises.
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c) Meals will be served at the venues-dining halls.

d) Kiosk and canteen are operating within the venues for essential commodities.

2. General information

a) Participants are expected to strictly observe the INSET guidelines and regulations.

b) Participants are expected to strictly observe the course schedule and its regulations.

c) Requests to extend the training or period of stay will not be accepted.

d) Participants are advised not to bring any dependents.

e) Centre for Training and Research, Karen is situated Mbogani road about 20 Km from

city centre while K.S.T.C is situated on Ngong Road about 8 Km from the city centre.

f) Stationery and course materials will be provided during the course.

V. CONTACT ADDRESS

For further information on the course contact

The Head, SMASSE National INSET Centre

P. O. Box 30596, NAIROBI

Tel.: 02-573811, 573680, Fax.: 02-573811, Email: info@smasse.org

VI. GENERAL INFORMATION FOR SMASSE-WECSA THIRD-COUNTRY

PARTICIPANTS

The General information, Training Programme and Application Form for Third-Country

Training will be developed when participating countries identity and training needs have

been identified.
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ANNEX VIIIa

TENTATIVE CURRICULUM OF THE FIRST COURSES

January-July 2004
Day Time Activities Personnel Remarks

1 09:00

09:30

10:00

11:00

LUNCH

14:00-

16:00

Evening Free

2 09:00

11:00

LUNCH

14:00

15:30

14:00-

17:00

Evening Free

3 09:00-

13:00

09:00-

13:00

LUNCH

14:00-

17:00

Evening Free

4 09:00-

13:00

LUNCH

All participants

Ditto

Ditto

All participants (in

each subject group)

All participants

All participants

All participants ( in

each subject group)

Science participants

Science participants

Mathematics

participants

Science participants

Mathematics

participants

All participants

Science participants

Mathematics

participants

Arrival and registration of participants

a) Guidelines for participants

b) Pre-INSET evaluation

c) Presentation and discussion of subject

reports.

d) SMASSE and ASEI movement

Opening ceremony

(Speeches, Key note address)

a) Analysis of baseline survey

b) Discussion of INSET Programme

a) Rationale for INSET

b) Trends in the teaching and learning of

science

c) History of mathematics education in Kenya

a) Teaching approaches and methods.

b) Difficulties in the Mathematics classroom

Adolescent psychology (knowledge attitude

and motivation)

a) Teachers attitude

b) Discussion on difficult topics

SMASSE  Personnel

Karen and KSTC Hostel

staff

Head, SMASSE Project

SMASSE science

personnel

Ditto

SMASSE subject

specialists.

Head, SMASSE Project

Project Coordinator

CIS

Chief Guest

Key note speaker

SMASSE staff

SMASSE staff

SMASSE staff

SMASSE science staff

Resources personnel

SMASSE science staff

SMASSE mathematics

staff

Consultant on Adolescent

psychology

SMASSE science staff

SMASSE Mathematics

staff
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14:00-

17:00

Evening Free

5 09:00-

11:00

11:30-

13:00

LUNCH

14:00-

17:00

Evening Free

6,7 WEEKEND (FREE)

WEEK 2 INSET CONTENT BY SUBJECT

Day Time Activities

Biology Chemistry Physics Mathematics

8 09:00-

13:00

LUNCH

14:00-

17:00

Evening Free

9 09:00-

11.30

LUNCH

14:00-

17:00

Evening Free

10 09:00-

13:00

LUNCH

14:00-

17:00

a) Work Planning

b) Error analysis

Work planning (PDSI approach)

Gender issues in science and mathematics

education

a) Communication skills

b) Kenya/Japan video on classroom practices/

discussions

SMASSE Science staff

SMASSE Mathematics

staff

SMASSE subject

specialists

Resources personnel

SMASSE science staff

SMASSE  mathematics

staff

Science participants

Mathematics

participants

All participants

All participants

Science participants

Maths participants

Ecology

Ecology: Field

activities

Ecology: Peer

teaching and

follow-up

discussion

Classification:

Collection and

preservation of

biological

specimens

Construction and

use of identification

keys

Classification: Peer

teaching and follow-

up discussions

Pressure

Circular motion

Fluid flow

Sound 1

Sound II

Waves I

Textbook and syllabus

analysis

New trends in the

teaching of

mathematics

Socio-cultural aspects

of mathematics

education

Production of lesson

plans on Socio-cultural

aspects.

Topic: Geometry

Introduction of the

open ended approach

Production of lesson

plans using the open-

ended approach

Classroom activities:

Practical and theory

sessions

Work plans and PDS

Approach Pressure

The mole concept

a) Teaching approaches

and methods.

b) Working plans.

c) Scientific language

a) Calculations

b) Making laboratory

solutions.

Electrochemistry

a) teaching approaches

and methods

b) work plans

c) scientific language

d) calculations
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Evening Free

11 09:00-

11:30

LUNCH

14:00-

17:00

Evening Free

12 09:00-

10:30

LUNCH

14:00-

16:00

13 09:00-

11:00

a) resources and

facilities for

teaching and

learning biology

b) cell biology:

Discussion of

current status

and alternative

strategies

Preparation of

material for

microscopic

examination

a) Cell Biology:

Peer teaching

and follow-up

discussion

b) Brief feedback

from participants

c) Post-INSET

evaluation

d) Clearance

Organic Chemistry

a) teaching approaches

and methods

b) work plans

a) Scientific language

b) Calculations

c) Selection of

experiments

a) open discussion on

INSET issues

b) brief feedback from

participants

c) post-INSET

evaluation

d) clearance

Waves II

Excursions:  Visit to

meteorological

Department at Dagoretti

Corner

Post-INSET evaluation

Head, SMASSE Project

SMASSE Personnel

Karen and KSTC Hostel

staff

TIMSS

video/discussion

Evaluation

Checklist/ discussion

Plan for Post-INSET

activities

All participants

All participants

Hostels

Closing ceremony

Clearance and Departure
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ANNEX VIIIb

SAMPLE APPLICATION FORM FOR THE TRAINING PROGRAMME

PLEASE USE BLOCK LETTER TO FILL IN THIS FORM

FULL NAME (as they appear in T.S.C Record)

T. S. C. Number

Age

Marital Status

School Name, Address and Tel. No.

District

Subject

How long have you been teaching as a trained
professional teacher?

Have you been involved in other professional activities
like subject panel, national examiner, and science
congress?

General Health, Physical and Mentally fit (yes or no)
specify.

Signature of the applicant

RECOMMENDATIONS BY THE D.P.C  (Attach the minutes of the meeting.)

SIGNATURE ………………………………………………………

DATE …………………….

CHAIRMAN (D.P.C)

DISTRICT PLANNING COMMITTEE
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ANNEX VIIIc

Tentative Training schedule for INSET at the venues

Month
Centre for Training and

KSTC District
Research, Karen

January Teachers INSET (80)

February Teachers INSET (160)

March
Teachers INSET (80)
Principals INSET (80)

April Teachers INSET (300)
Teachers
INSET

May
Teachers INSET (80)
Principals INSET (80)

June Teachers INSET (160)

July
Teachers INSET (80)
Inspectors INSET (80)

August
Stakeholders Workshop (500) Teachers
DEOs Workshop (72) INSET

September
Inspectors INSET (80)
Principals INSET (80)

October Third-Country Training (30)

November Inspectors INSET (80)

December
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別添－ 9　参考資料一覧

1. Totally Integrated Quality Education And Training（TIQET）

2. National Development Plan 2000-2001

3. Master Plan of Education and Training（MPET）

4. Poverty Reduction Strategy Paper（PRSP）

5. Monitoring the performance of educational programmes in developing countries.

Educational research paper No. 38-DfID

6. Information for final evaluation -SMASSE-doc.

7. Stakeholders report（SMASSE）

8. Regional conference report-2

9. SMASSE Curriculum Review Committee report

10. SMASSE Project Final Evaluation report, 2002

11. SMASSE/Malawi joint workshop report

12. Inspectors workshop report

13. SMASSE Internal workshop report（Tabor Hill）

14. SMASSE Bulletin 1
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別添－ 10　略語一覧

1.  ASAL Arid and Semi-Arid Lands

乾燥・半乾燥地

2.  ASEI Activity Student Experiment Improvisation

活動、生徒、実験、工夫の頭文字で表したプロジェクトのスローガン

3.  INSET In-service Education and Training

現職教員研修

4.  JICA Japan International Cooperation Agency

国際協力事業団

5.  JOCV Japan Overseas cooperation Volunteers

青年海外協力隊

6.  KCPE Kenya Certificate of Primary Education

ケニア初等教育修了資格

7.  KCSE Kenya Certificate of Secondary Education

ケニア中等教育修了資格

8.  KIE Kenya Institute of Education

ケニア教育研究所

9.  KSTC Kenya Science Teachers College

ケニア理科教員養成大学

10.  PDSI Plan Do See Improve

計画、実施、評価、改善

11.  PRSP Poverty Reduction Strategy Paper

貧困削減戦略ペーパー

12.  SMASSE Strengthening of Mathematics And Science in Secondary Education

中等理数科教育強化計画（プロジェクト名称）

13.  TICAD Tokyo International Conference for African Development

アフリカ開発東京国際会議

14.  WECSA Western, Eastern, Central and Southern Africa

プロジェクトが構築したネットワークの名称（西アフリカ、東アフリカ、中央ア

フリカ、南アフリカの頭文字を取ったもの）

15.  WSSD World Summit for Sustainable Development

持続可能な開発のための世界首脳会議
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別添－ 11　補足資料

1． ケニアの社会・経済的状況

ケニアは地理的には赤道をはさみ、南北両半球にまたがる国で、国のほぼ中央を大地溝帯（グレー

ト・リフト・バレー）が南北に縦断している。国土は約58万Km2で我が国の約1.5倍、人口は約2,900万

人である注1。人口増加率は 1960年代後半から 3.4％という高率であったが、現在は 2.9％に低下し

ている。人口ピラミッドは 15歳以下の経済的依存人口が約 44％と圧倒的大多数を占めている。首

都であるナイロビは 214 万人の人口を有し、東アフリカ最大の都市である。ナイロビは高度約

1,800mの高地に位置し、気候的に非常に過ごしやすい。ケニアは気候的に海岸部や低地の熱帯気

候、高地の温帯乾燥気候、北部の砂漠気候と多様な気候帯を有している。したがって、そこに居

住する住民の生業形態も遊牧（マサイ族等）、農業（キクユ、ルヒヤ族等バンツー系民族）、漁業

（ヴィクトリア湖畔に居住するルオ族やインド洋沿岸の人々）と多様である。人種的には 40数民族

からなる多民族国家でバンツー系民族が多数を占めている。独立以降政府の掲げた国民国家形成

に対する政策は政治的スローガンにとどまり、21世紀の現在においても近代的国民国家形成に成

功したとはいえない状況にある。言語は、スワヒリ語を国語とし、英語を公用語と定めているが、

各民族の言語も日常的に使用されている。ケニアは1963年英国より独立した立憲共和国で、大統

領（5年任期2期を上限とする）を国家元首とする1院制議会制度の政体をとっている。初代が独立

の父として崇められているケニャッタ大統領、2代目モイ大統領で、2002年 12月の総選挙の結果

独立以来続いたKANU（Kenya African National Union）党の独裁が終焉を告げ、3代目大統領として

キバキ氏が就任した。この政権移譲は平和裏に行われ、ケニアは政治的に成熟したと国際社会か

ら高い評価を得ることとなった。行政的には、8プロビンス（州）、70ディストリクト（郡）からな

り、行政の地方分権化としてそれぞれに地方自治体が設けられている。通貨はケニア・シリング

（2002年現在 1ケニア・シリングは約 1.6円）で、100セントを 1ケニア・シリングとしている。

独立以降、ケニアは東アフリカの商業・金融等経済的中心とみなされてきたが、現在、経済的

には、HIPC国に属し、国民 1人当たりGNPは 360ドルである注2。ケニアの経済の基盤は農業であ

り、GDPの約 25％を占め、労働人口の 75～ 80％が農業に従事している注3。しかし、農業の大半は

天水に依存しているが、年間平均降雨量は地域によって大きく異なり、400～ 2000mmであるので

気象変動によって生産性が大きく左右される不安定な農業である。また農業適地は国土の 20％で

国内の比較的高度の高い地域に広がっている注4。主要輸出産品はコーヒー、紅茶、園芸作物、等

があるが、国際市場の価格変動に左右されやすい体質となっている。トウモロコシは主食産物と

注1 1999 POPULATION AND HOUSING CENCUS, Central Bureau of Statistics, 2001、以下人口に関するデータは本

資料による。
注2 African Development Indicators 2002, The World Bank, 2002
注 3 National Development Plan 1997-2001, Government Printer, 1997
注 4 Statistical Abstract 2000, Central Bureau of Statistics, 2001
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して最も大きな栽培面積を占めている。独立以降、国家の近代化イコール工業化という開発ポリ

シーを掲げ、工業化に努力を払い、1970年代には東アフリカ域内で唯一工業化に成功するかにみ

えたが、1980年代以降の経済自由化政策の導入とともに国内産業は低迷ないしは衰退状態に陥っ

ている。近年、東アフリカ三国（ケニア、タンザニア及びウガンダ）間では、ケニアの工業のGDP

に占める割合が 15％くらいでウガンダに大きく差をつけられている。独立当初、この三国で経済

共同体を構成していたが、1979年初頭政治的理由により崩壊した。その後新たな共同体が 1999年

に再築され、経済的成長に対する地域統合の成果が期待されている。ケニアの経済の低迷は、人

口の急速な増加と相まって社会開発分野に大きなしわ寄せとなり、都市周辺のスラムの肥大化、

教育や保健・医療サービスの低下、ひいては環境汚染・破壊問題につながっている。経済の低迷

は、旱魃・洪水等自然の影響も大きいが、政治の腐敗等統治の問題、経済政策等人為的要因も見

逃すことができない。このような状況にあるので、社会不安要素が多い。そのなかでも最大の要

因は失業問題であろう。失業率の正確な数字は不明であるが（40％ともいわれている）、失業者問

題は、貧困層の増加にとどまらず国内の治安悪化の原因ともなっている。さらには、HIV/AIDSの

問題等貧困が貧困を生むという悪循環に陥っているし、近い将来経済的改善の兆しはみえなく、

出口のみえないトンネルに入っている状況である。したがって、新政府は、汚職・腐敗の撲滅、雇

用の創出、初等教育の無償化、保健・医療サービスの改善等積極的に社会・経済状況の改善に乗

り出している。ケニアとドナーの関係は、1997年以来、世界銀行・IMF等国際金融機関から緊急

かつ人道的支援を除き、財政支援が凍結されてきたが、新政府の公正・公平な政治姿勢を支援す

るということで国際金融機関からの援助は近々再開される。したがって、二国間の経済支援もケ

ニアに対しては消極的であったが、新政府の掲げる政策支援を表明するドナーが増えている。

2． ケニアの教育概要

1） 教育行・財政

ケニアの教育の主管官庁は、MOESTである。本省の役割は、教育政策と質の高い教育の機会

提供を保証することにある。独立以降ケニアの教育行政は幾多の変革を経てきている。教育の

実践は 1968年に制定された教育法（Education Act）が教育の根幹となっており、非常に中央集権

的色彩の濃い制度となっている。したがって、独立以降 40年を経て、行政の地方分権、教科書

の自由化、私学設置規制緩和等現在のケニア社会に本法が馴染まないものになっており、教育

法の全面的改定の必要性が各所で指摘されており、新政府はその改訂に乗り出すと表明している。

教育予算は次表に示されるように、初・中等教育への配分を増加させており、教育予算も厳

しい国家財政のなかでかなり手厚く予算手当されている。特に新政府は 2003年 1月に初等教育

の無償化を実施したので、2004年度以降の予算にそれが反映され教育予算は更に増加すると考

えられる。
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表－ 1　教育省予算内におけるサブ・セクターの配分注5

（％）

1993/1994 1994/1995 1995/1996 1996/1997 1997/1998 1998/1999

初等教育 57.6 55.2 54.7 55.6 57.0 57.7

中等教育 16.2 20.7 21.1 22.5 24.1 27.6

大学教育 14.6 16.3 16.2 14.7 12.2 8.1

表－ 2　国家予算に占める教育予算の割合
（ケニア・100万ポンド注6）

1993/1994 1994/1995 1995/1996 1996/1997 1997/1998 1998/1999

教育省予算 941 1,284 1,405 1,521 2,110 2,208

国家予算 2,708 3,737 4,397 4,745 5,860 5,752

教育予算（％） 35 34 32 32 36 38

予算支出の 8割以上が人件費であり、教育の活動予算はほとんどゼロに近いのが現状である。

しかし、2000年以降、3年ごとのMTEFを組み、国家予算全体に上限と毎年の予算伸び率を設

け、各省への配分は、それぞれのPRSPを基に査定するようになった。各省予算も上限を設けら

れているので、その枠内で優先度を確保した予算費目に関しては、予算の執行過程での不透明

性がなくなり、資金の流れがよくなっている。

2） 教育制度（正規教育）

独立以降の正規教育の大きな改革は、1985年 7－ 4－ 2－ 3（初等教育 7年、中等教育O－レ

ベル4年、A－レベル2年、大学3年）制から現行の8－ 4－ 4（初等教育8年、中等教育4年、大

学 4年）制への改革であった。そして、正規教育内に限ると 8－ 4のレベルを基礎教育と位置づ

けている。

3） 試験制度

ケニアでは、初・中等修了時に国家試験、（初等ではKCPE、中等ではKCSE）が実施され、そ

の成績により将来の進路が決まる仕組みになっている。国家試験は、教育省の外郭団体である

Kenya National Examinations Council（KNEC）が実施している。現在初等教育では、英語、数学、

スワヒリ語、理科及び宗教・道徳の5科目が受験教科となっている。中等教育では、8科目が必

須で、英語、数学、スワヒリ語、生物、化学、物理の3教科から2科目、宗教・道徳、地理等そ

の他の教科から 2科目を受験する。初等教育の試験は、選択式であるが中等教育では記述式で

ある。

国家試験の成績の傾向は、理数科の成績が低く、特に数学の成績が低いことが常に指摘され

注5 Education Statistical Booklet 1990-1998, Ministry of Education, Science and Technology, 2000、以下教育にかかわる

統計値は標記資料による。
注6 1ケニア・ポンドは 20ケニア・シリングであるが通貨としては存在しない。
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ている。したがって、中等教育では、物理を選択する生徒が極めて少ない。また、理数科の成

績は一般に女子が低く女子教育と理数科教育の調和が大きな課題となっている。

初・中等教育双方の国家試験の成績は、新聞に学校名入りで全国、州あるいは県（ディストリ

クト）別に順位が発表され、発表はケニアの一大イベントとなっている。併せて最優秀の生徒名

も公表される。

4） シラバス

初・中等教育のシラバスは、1964年に設立された教育省の外郭組織であるKIEがシラバス開

発、改定、教育指導要領、教科書検定、シラバス改定に伴う教員研修を主管している。

5） 初等教育

1998年度の統計によれば、公立学校数は 1万 6,695校、私立学校が 385校存在する。公立学校

の全生徒数は、576万 4,855人（うち男子：293万 3,982人、女子：283万 873人）在籍し、男女比

はほぼ1対 1である。教員は、18万 5,736人（うち男性：10万 7,008人、女性：7万 8,728人）であ

る。したがって、単純計算による教員：生徒比は、1：31となり、平均的には理想的な数字にな

る。しかし、ナイロビやモンバサといった大都市では、教員が過剰状況を呈し、地方では教員

不足が深刻であるという地域格差が大きいので、平均値では実態が把握できない。粗就学率は

87.7％（うち男子88.7％、女子86.6％）、初等教育修了率は、46.1％（うち男子46.3％、女子45.8％）

と非常に内部効率に問題があることが理解できる。中等教育への進学率はおおよそ44％である。

しかし、初等教育の無償化により、正確な統計は出ていないが、就学率が大幅に増加したこと

は容易に推測できる。

6） 中等教育

上記統計によると公立学校は 2,776校、私立学校が 252校存在する。生徒数は、68万 7,473人

（うち男子36万 3,848人、女子32万 3,625人）であり、教員は、3万8,427人（うち男性2万4,900人、

女性1万 3,527人）が配属されている。このうち、理数科教員は約 8,700人である。教員：生徒比

は、1：18となり、極端に教員が多い現象を示している。粗就学率は、23.2％（うち男子 24.5％、

女子 21.9％）である。修了率は、88.3％（うち男子 88.6％、女子 87.9％）で、初等教育と比較すれ

ば、修了率は著しく高く、児童が中等教育まで到達した場合の内部効率は改善されることがわ

かる。中等教育に対する政府の財政的責任は、教員の給与負担にとどまり、授業料等教育経費

及び学校の運営・管理経費は保護者の負担となっている。中等学校の多くは男女別学の全寮制

で、これらの学校への負担額は学校間で差があるが寮費込みで年 3万ケニア・シリング前後で

ある。ディストリクトの学校の多くは、その発足がハランベーによって建設された学校で、通
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学制で男女共学が多い。これらの学校への保護者の負担は 8,000～ 1万 5,000ケニア・シリング

程度である。

7） 教員養成

ケニアの教員養成の課題は、上述した「教員：生徒比」からも明らかなように量的に充足して

いるが、質的に問題があるということができる。実際、国際金融機関は政府に新規教員養成の

削減や既存教員の削減を勧告している。独立後、各地に初・中等教員養成学校が設立され、現

在では公立の教員養成機関として初等教育教員養成機関 21、中等教育教員養成機関（ディプロ

マ・レベル）2、工業教員及び特殊教育教員養成機関（ディプロマ・レベル）2、及び 5国立大学の

教育学部が存在する。教員資格は、これら教員養成機関及び大学の教員養成課程を修了したも

のに付与される。したがって、教育学部以外の学部卒業生が教員になれば、無資格教員と位置

づけられている。

ケニアの初・中等教育の教員は、1967年に設立されたTSCに雇用されている。ディプロマの

教員は、奉職すると人事院の定める職階Kに格付けされるが、大学卒業者はLに格付けされる

（表－ 3参照）。我が国のような教員免許制度はなく、教員養成機関を卒業することで教員資格

が賦与されることになっている。

教員の待遇の悪さが教育の低迷の原因であると各所で指摘されているが、ケニアの教員の待

遇例を、表－ 3に示すとおりである注7。基本給に加え、住宅手当、医療手当及びへき地手当が

支給され、P1の教員がナイロビで奉職した場合は、給与総額は約 2倍になる。また、中等教育

の理数科教員の場合には、初任給が職階Lの場合でも少し上の初任給から始まる特典を賦与さ

れている。したがって、教育の低迷を教員の処遇に原因を求めることが途上国では一般的に

なっているが、必ずしもケニアの場合は公務員（大卒はKから始まる）と比較しても低いもので

はなく、教育の不振を論じる際には他の要因も見落とすべきではないといえる。

表－ 3　TSCの給与体系
（ケニア・シリング）

教員分類 職　階 初任給（月額）

初等（P1） F 5,175

中等（Diploma） K 10,280

中等（大卒） L 12,130

中学校長 P 18,725

カレッジ校長 R 23,925

注 7 TEACHERS' IMAGE, TSC News Letter, June 2002
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